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は じ め に

沖縄県では、初めての法定外目的税となる「沖縄県産業廃棄物税条例」が、平成17年７月

26日に公布され、同年11月30日には総務大臣の同意を得て、平成18年４月１日から施行され

ました。

この「産業廃棄物税の手引」は、特別徴収義務者として産業廃棄物税を実際に徴収し申告

納入していただく最終処分業者等の皆様や、自己処理に係る産業廃棄物税を自ら申告納付し

ていただく事業者の皆様に対して、事務の内容、申告等の手続について御理解をいただくた

めに作成したものです。

この手引を御覧いただき、事務の一助としていただくとともに、本税制についてより一層

の御理解、御協力を賜れば幸いです。

沖 縄 県



【 この手引の中で使われる法令等の略称 】

【 この手引の中で使われる用語 】

沖縄県産業廃棄物税条例 → 「条例」

沖縄県産業廃棄物税条例施行規則 → 「規則」

地方税法 → 「法」

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 → 「廃棄物処理法」

「産業廃棄物」

…… 廃棄物処理法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいいます。

「最終処分場」

…… 廃棄物処理法第15条第１項の許可を受けて設置された産業廃棄物の最終

処分場（廃棄物処理法施行令の一部を改正する政令（平成９年政令第269

号）の施行の日前に設置され、許可を要しなかった施設を含む ）をいい。

ます。

「排出事業者」

…… 事業活動に伴って産業廃棄物を発生させ、排出する事業者をいいます。

例えば、製造業者は、製品の製造過程で排出される産業廃棄物の排出事

業者となります。

なお、建設業の場合は、発注元ではなく元請業者が排出事業者となりま

す。

「中間処理業者」

…… 廃棄物処理法第12条第３項に規定する、事業者から委託を受け、産業廃

棄物の発生から最終処分が終了するまでの一連の処理の行程の中途におい

て、脱水、乾燥、破砕、油水分離及び焼却等の処分を業とする者をいいま

す。

「最終処分業者」

…… 排出事業者から委託を受け、産業廃棄物の埋立処分を業として行う者を

いいます。

「最終処分業者等」

…… 最終処分業者及び最終処分場を設置する市町村をいいます。
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Ⅰ 産業廃棄物税の概要

Ⅰ 産業廃棄物税の概要

１ 産業廃棄物税とは

産業廃棄物の排出を抑制し、再使用、リサイクルを促進するために県が独自

に課税する法定外目的税で、その税収は循環型社会の形成に向けた施策に活用

されます。

２ 概 要

(1) 納める人（納税義務者）

県内の最終処分場へ産業廃棄物を搬入する排出事業者又は中間処理業者

(2) 課税の対象（課税客体）

県内の最終処分場への産業廃棄物の搬入

(3) 税額を決める基準（課税標準）

県内の最終処分場へ搬入される産業廃棄物の重量

(4) 税率

産業廃棄物の重量１トンあたり1,000円

(5) 納税方法

ア 最終処分業者等による特別徴収の場合は申告納入

イ 自ら排出した産業廃棄物を自ら設置する最終処分場に搬入する場合は

申告納付

(6) 課税免除

次のいずれかに該当するものについては、一定の条件の下で課税を免除し

ます （19ページ参照）。

① 最終処分業者の設置する最終処分場が所在しない離島において、島

内で発生した産業廃棄物を市町村が設置する最終処分場へ搬入する場

合の当該搬入

※ 重量の測定が困難な場合は、規則で定める換算係数により産

業廃棄物の体積から重量に換算した重量（10ページ参照）

条例第４条

条例第４条

条例第６条

条例第８条

条例第10条

条例第５条

規則第３条
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② 公益上その他の事由により課税することが適当でない搬入

(7) 課税標準の特例

次のいずれかに該当する搬入については、課税標準数量よりそれぞれに掲

げる数量を控除します。(19ページ参照)

① 事業者がその排出する産業廃棄物の埋立処分を自ら行う場合で、当該

事業者が設置する管理型最終処分場への当該産業廃棄物の搬入

………… 当該搬入に係る産業廃棄物の重量の４分の１

② ①に該当し、かつ、資源の有効な利用の促進に関する法律に規定する

指定副産物（石炭灰に限る ）の公有水面埋立法に基づく許可を得た区域。

への搬入

………… 当該搬入に係る産業廃棄物の重量の２分の１

(8) 申告納入（納付）の期限

４月末、７月末、10月末及び１月末の年４回

（３か月分をまとめて最終月の翌月末までに申告納入又は申告納付）

申告納入（納付）対象期間 申告納入（納付）期限

１月１日から ３月31日まで ４月末日

４月１日から ６月30日まで ７月末日

７月１日から ９月30日まで 10月末日

10月１日から 12月31日まで 翌年１月末日

条例第７条

条例第13条、

第16条

Ⅰ 産業廃棄物税の概要
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Ⅰ 産業廃棄物税の概要

３ 税制の仕組み

※ 自社処分業者は、自ら県へ申告納付します。

中間処理業者

排　出　事　業　者

最終処分業者　（特別徴収義務者）

課　税

（納税義務者）

再
生
利
用

（税の負担者）
処理料金に
税相当額を上乗せ

課　税

（納税義務者）

沖
縄
県

課
税
対
象
外

申告納入

＜特別徴収＞
処理料金と併せて
税を徴収

＜特別徴収＞
処理料金と併せて
税を徴収
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Ⅱ 特別徴収義務者の登録等

Ⅱ 特別徴収義務者の登録等

１ 特別徴収義務者とは

産業廃棄物税は特別徴収方式を採用しており、最終処分業者等を特別徴収義

務者として指定しています。

特別徴収義務者は、最終処分場へ産業廃棄物を搬入した際に課税される産業

廃棄物税を徴収し、県へ申告納入を行います。

２ 特別徴収義務者としての登録

(1) 登録申請

特別徴収義務者は、最終処分場ごとに特別徴収義務者としての登録を知事

に申請する必要があります。

「産業廃棄物産業廃棄物の埋立処分を開始しようとする日の５日前までに、

（29、48ページ参照）を那覇県税事務所に提出税特別徴収義務者登録申請書」

してください。

(2) 登録申請書に記入すべき事項

① 申請者の住所、氏名（法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏

名）及び電話番号

② 最終処分場の所在地、名称及び電話番号

③ 最終処分場の種類及び規模

④ 重量の測定の可否及び可能な場合の計量器の最小目盛

⑤ 事業開始年月日

⑥ （特別管理）産業廃棄物処分業の許可年月日及び許可番号

条例第10条、

第11条、第13

条

条例第12条

規則第１号様

式

県税の徴収に便宜を有する者が県に代わり納税義務者から税を徴収

し、かつ、その徴収すべき税を県へ納入することをいいます。

特別徴収とは
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Ⅱ 特別徴収義務者の登録等

(3) 特別徴収義務者証票の交付

特別徴収義務者からの登録申請が受理された場合には、特別徴収義務者と

「産して産業廃棄物税を徴収すべき義務が課せられた者であることを証する

（49ページ参照）がそれぞれの最終処分場ご業廃棄物税特別徴収義務者証票」

とに交付されます。

この証票に記載される番号は、申告書及び各種申請書等に記載する特別徴

収義務者ごとの登録番号となります。

３ 特別徴収義務者登録事項の変更

(1) 特別徴収義務者登録事項の変更届出

特別徴収義務者として登録を行った者は、その登録を行った事項に変更が

生じた場合には、当該変更を知事に届け出る必要があります。

「産業廃棄物税特別徴収義務者登録事項変変更が生じた日から５日以内に

（50ページ参照）を那覇県税事務所に提出してください。更届出書」

○ 登録は、最終処分場ごとに申請する必要がありますので、２か所以

上の施設がある場合は、それぞれの施設について申請書を提出してく

ださい。

○ 申請書の添付書類として、産業廃棄物処分業許可証の写しが必要で

す。

※ 最終処分場を設置する市町村については、最終処分場設置許可証の写し

を添付してください。

注意事項

○ 特別徴収義務者証票は、最終処分場の公衆の見やすい箇所に掲示し

なければなりません。

○ 特別徴収義務者証票を他人に貸し付け、又は譲り渡してはいけませ

ん。

条例第12条第

３項

規則第２号様

式

条例第12条第

４項

条例第12条第

５項

条例第12条第

６項

規則第３号様

式

注意事項
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Ⅱ 特別徴収義務者の登録等

(2) 変更届出書に記入すべき事項

① 届出者の住所、氏名（法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏

名）及び電話番号

② 最終処分場の登録番号、所在地及び名称

③ 変更内容

④ 変更の理由

⑤ 変更年月日

４ 特別徴収義務の消滅

(1) 特別徴収義務の消滅の届出

最終処分業を廃止したときは、特別徴収義務の消滅を知事に届け出る必要

があります。

「産業廃棄物税特別徴収義務消特別徴収義務が消滅した日から10日以内に

（51ページ参照）を那覇県税事務所に提出してください。滅届出書」

(2) 消滅届出書に記入すべき事項

、 （ 、 、 ）① 届出者の住所 氏名 法人にあっては 所在地 名称及び代表者の氏名

及び電話番号

② 最終処分場の登録番号、所在地及び名称

③ 特別徴収義務の消滅の理由

④ 特別徴収義務の消滅の理由が発生した年月日

(3) 消滅届出をした場合の申告

特別徴収義務者が最終処分業を廃止又は休止したときは、その廃止又は休

、 、○ この変更届出は 最終処分場ごとに届け出る必要がありますので

２か所以上の施設がある場合は、それぞれの施設について届出書を

提出してください。

○ 産業廃棄物処分業の許可に関する事項に変更がある場合には、変

更後の産業廃棄物処分業許可証の写しを併せて提出してください。

※ 最終処分場を設置する市町村については、最終処分場の設置許可に関

する事項に変更がある場合には、変更後の許可証の写しを添付してくだ

さい。

条例第12条第

７項

規則第４号様

式

条例第13条第

１項但書

注意事項
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Ⅱ 特別徴収義務者の登録等

止した日から10日以内に、廃止又は休止した日までの産業廃棄物税を申告納

入してください。

５ 特別徴収義務者証票の再交付申請

(1) 特別徴収義務者証票の再交付の申請

特別徴収義務者証票の交付を受けた者が、その証票を紛失し又は著しく破

「産業廃棄物税特別徴収義務者証票損し若しくは汚損した場合は、遅滞なく

（52ページ参照）を那覇県税事務所に提出し再交付を受けてく再交付申請書」

ださい。

(2) 再交付申請書に記入すべき事項

、 （ 、 、 ）① 申請者の住所 氏名 法人にあっては 所在地 名称及び代表者の氏名

及び電話番号

② 最終処分場の登録番号、所在地及び名称

③ 申請の理由

④ 申請の理由が発生した年月日

○ 届出は、最終処分場ごとに必要ですので、２か所以上の施設がある

場合は、それぞれの施設について届出書を提出してください。

○ 届出書の提出の際には、特別徴収義務が消滅したことを証明する書

類も併せて提出してください。

○ 交付を受けていた も併せて返「産業廃棄物税特別徴収義務者証票」

納してください。

○ 消滅の届出により委託処理に係る特別徴収義務は消滅しますが、自

「産業廃棄物税最終処己処理を継続する場合は、改めて納税者として

の提出が必要となります （８ページ参照）分場設置等届出書」 。

注意事項

○ 破損又は汚損した は、申請書「産業廃棄物税特別徴収義務者証票」

と併せて返納してください。

注意事項

規則第２号様

式

規則第13号様

式

規則第５条

規則第５号様

式

規則第２号様

式
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Ⅲ 納税者（自己処理業者）の手続等

Ⅲ 納税者（自己処理業者）の手続等

１ 納税者（自己処理業者）とは

、排出事業者がその排出する産業廃棄物の埋立処分を自ら行う場合であって

当該事業者が設置する最終処分場へ当該産業廃棄物を搬入するときは、納税

者（自己処理業者）として自ら産業廃棄物税を計算し、県へ申告納付する必

要があります。

２ 最終処分場の設置等の届出

(1) 設置等の届出

自己処理のみを行う最終処分場を設置する者又は設置しようとする者は、

当該最終処分場の設置について知事に届け出る必要があります。

「産業廃棄物産業廃棄物の埋立処分を開始しようとする日の５日前までに

（30、65ページ参照）を那覇県税事務所に提出し税最終処分場設置等届出書」

てください。

なお、この届出は自己処理に係る最終処分場の状況を把握し、中立・公平

な課税及び徴収を確保するためのものであり、廃棄物処理法第15条の規定に

よる設置許可制度の目的とは異なります。

(2) 設置等届出書に記入すべき事項

① 届出者の住所、氏名（法人にあっては、所在地、名称及び代表者の氏

名）及び電話番号

② 最終処分場の所在地、名称及び電話番号

③ 最終処分場の種類及び規模

④ 重量の測定の可否及び可能な場合の計量器の最小目盛

⑤ 埋立処分開始年月日

⑥ 最終処分場の設置許可年月日及び許可番号

条例第４条第

２項、第10条

但書

条例第19条第

１項

規則第13号様

式

○ 届出は、最終処分場ごとに必要ですので、２か所以上の施設がある場合

は、それぞれの施設について届出書を提出してください。

、 。○ この届出書の添付書類として 最終処分場設置許可証の写しが必要です

注意事項
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３ 設置等届出事項の変更

(1) 設置等届出事項の変更届出

最終処分場の設置等を届け出た者が、届け出た事項に変更が生じた場合に

は、その変更を知事に届け出る必要があります。

「産業廃棄物税最終処分場設置等届出事項変更が生じた日から５日以内に

（66ページ参照）を那覇県税事務所に提出してください。変更届出書」

(2) 変更届出書に記入すべき事項

、 （ 、 、 ）① 届出者の住所 氏名 法人にあっては 所在地 名称及び代表者の氏名

及び電話番号

② 最終処分場の登録番号、所在地及び名称

③ 変更内容（変更前と変更後）

④ 届出の理由

⑤ 変更年月日

○ 届出は、最終処分場ごとに必要ですので、２か所以上の施設があ

る場合は、それぞれの施設ごとに届出書を提出してください。

○ 最終処分場の設置に係る変更の許可を受けた場合には、変更後の

許可証の写しを添付してください。

注意事項

条例第19条第

２項

規則第14号様

式

Ⅲ 納税者（自己処理業者）の手続等
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

１ 産業廃棄物の計測

(1) 産業廃棄物税の課税標準

産業廃棄物税は、最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量を課税標準と

しており、その重量に基づき課税されます。

(2) 産業廃棄物の重量が計測できない場合の対応

トラックスケールがない場合など重量の測定が困難なときは、マニフェス

トに記載された重量によります。マニフェストに体積で記入されている場合

は、規則で定める換算係数（28ページ「 」を参照）を用いて体規則別表第１

積を重量に換算してください。

なお、単位はトンとなります。

２ 産業廃棄物税の申告納入

特別徴収義務者は、最終処分場への３か月分の搬入に係る産業廃棄物税額を

取りまとめて、翌月末日までに、必要な事項を記入した納入申告書を那覇県税

事務所へ提出し、当該申告に係る納入金を納入しなければなりません。

また、徴収すべき税額がない場合（税額が０円の場合）についても、納入申

告書を提出する必要があります。

条例第６条第

１項

条例第６条第

２項

規則第４条

条例第13条

廃プラスチック２.５ｍ が最終処分場に搬入された場合の重量３

２.５ｍ ×０.３５＝０.８７５ｔ （端数処理はしないでください）３

廃プラスチックの換算係数

計算例
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

(1) 特別徴収の方法により産業廃棄物税を徴収する主な場合（申告納入）

① 排出事業者が、最終処分業者等に直接委託して産業廃棄物の埋立処分を

行う場合

⇒ 処分料金と併せて産業廃棄物税を最終処分業者等へ支払います。

⇒ 処分料金と併せて排出事業者から産業廃棄物税を徴収し、県へ申

告納入します。

排　出　事　業　者

埋
立
処
分
の
委
託

最　終　処　分　業　者　等
（ 最 終 処 分 場 ）

納税義務者

特別徴収義務者
課税

申告納入

沖　

縄　

県

排出事業者

最終処分業者等
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

② 排出事業者が、その排出する産業廃棄物を自らが設置する中間処理施設

で中間処理した後に、最終処分業者等に委託して中間処理後の当該産業

廃棄物の埋立処分を行う場合

⇒ 処分料金と併せて産業廃棄物税を最終処分業者等へ支払います。

⇒ 処分料金と併せて排出事業者から産業廃棄物税を徴収し、県へ申

告納入します。

埋
立
処
分

の
委
託

最　終　処　分　業　者　等
（ 最 終 処 分 場 ）

納税義務者

特別徴収義務者課税

申告納入

沖　

縄　

県

排　出　事　業　者

中間処理施設

自　
　

ら

中
間
処
理

排出事業者

最終処分業者等
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

③ 中間処理業者が、他の者から搬入された産業廃棄物を自らが設置した中

間処理施設で中間処理した後に、最終処分業者等に委託して中間処理後

の当該産業廃棄物の埋立処分を行う場合

⇒ 処理料金と併せて、産業廃棄物税相当額を、中間処理の委託をし

た中間処理業者(B)へ支払います。

⇒ 中間処理の委託を行った排出事業者及び中間処理業者（A)より、

産業廃棄物税相当額を上乗せした処理料金を徴収します。

処分料金と併せて産業廃棄物税を最終処分業者等へ支払います。

⇒ 処分料金と併せて、埋立処分の委託を行った中間処理業者(B)か

ら産業廃棄物税を徴収し、県へ申告納入します。

埋
立
処
分

の
委
託

最　終　処　分　業　者　等
（ 最 終 処 分 場 ）

納税義務者

特別徴収義務者課税

申告納入

沖　

縄　

県

中　間　処　理　業　者　(B)
（中間処理施設）

排出事業者及び中間処理業者(A)

中
間
処
理

の
委
託

産業廃棄物の中間処理を中間処理業者(B)に委託した、

排出事業者及び中間処理業者(A)

排出事業者及び中間処理業者（A)より中間処理の委託を

受けた、中間処理業者(B)

最終処分業者等
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

(2) 排出事業者や中間処理業者に対する徴収方法

、 、業者間の取引や商慣習により 処理料金の徴収方法も多様であることから

最終処分業者等（特別徴収義務者）は、納税義務者（排出事業者又は中間処

理業者）との間で最も良いと考えられる方法で産業廃棄物税を徴収してくだ

さい。

(3) 申告納入期限までに処理料金及び税が回収できない場合の対応

特別徴収義務者は、原則として、３か月分の搬入に係る産業廃棄物税を翌

月末日までに県に申告納入しなければなりません。

しかしながら、処理料金及び税額の請求期間や手形決済の関係などにより

税の申告納入期限までに処理料金及び税額の回収ができない場合などには、

申請により２か月以内の徴収猶予を受けることができます。

⇒ 21ページ参照

、○ 課税免除の対象となる産業廃棄物の最終処分場の搬入については

産業廃棄物税は課税されません （19ページ参照）。

したがって これらの搬入があった場合には 最終処分業者等 特、 、 （

別徴収義務者）は排出事業者や中間処理業者（納税義務者）から税

を徴収することがないように注意してください。

○ 産業廃棄物税には消費税は課税されません。ただし、最終処分業

者等（特別徴収義務者）が、産業廃棄物税額を請求書や領収書で明

らかにし、預かり金又は立替金等の科目で処理料金と明確に区分し

て経理しておく必要があります。

注意事項
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

３ 産業廃棄物税の申告納付

排出事業者及び中間処理業者がその排出した産業廃棄物を自ら処分する場合

で、自ら設置する最終処分場に当該産業廃棄物を搬入するときには、納税者と

して県への申告納付が必要です。

(1) 産業廃棄物税を申告納付する主な場合

① 排出事業者が、その排出する産業廃棄物を自ら埋立処分する場合で、自

らが設置する最終処分場へ当該産業廃棄物を搬入するとき

⇒ 最終処分場への搬入量に応じて産業廃棄物税を計算の上、県へ申

告納付します。

課税

沖　

縄　

県

排　　出　　事　　業　　者

自　
　

ら

埋
立
処
分

最　終　処　分　場

納税義務者

申告納付

条例第10条、

第16条第１項

排出事業者
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

② 排出事業者が、その排出する産業廃棄物を自らが設置する中間処理施設

で中間処理した後、自ら設置する最終処分場へ搬入し、自ら埋立処分を

行う場合

⇒ 最終処分場への搬入量に応じて産業廃棄物税を計算の上、県へ申

告納付します。

課税

沖　

縄　

県

排　　出　　事　　業　　者

中　間　処　理　施　設

最　終　処　分　場

自　
　

ら

埋
立
処
分

自　
　

ら

中
間
処
理

納税義務者

申告納付

排出事業者
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

③ 中間処理業者（中間処理施設と最終処分場を有する処理業者）が、他の

者から搬入された産業廃棄物を自らが設置した中間処理施設で中間処理

した後、自ら設置する最終処分場へ搬入し、自ら埋立処分を行う場合

⇒ 処理料金と併せて産業廃棄物税相当額を中間処理業者に支払いま

す。

⇒ 排出事業者及び中間処理業者(A)より処理料金と併せて産業廃棄

物税相当額を徴収します。

最終処分場への搬入量に応じて産業廃棄物税を計算の上、県へ申

告納付します。

課税

沖　

縄　

県

排出事業者及び中間処理業者(A)

中
間
処
理

の
委
託

中　間　処　理　業　者(B)
（ 中間処理施設 ）

自　
　

ら

埋
立
処
分

最 終 処 分 場

納税義務者

申告納付

排出事業者及び中間処理業者(A)

中間処理業者(B)
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

４ 納入（納付）申告書の提出

特別徴収義務者及び納税者は、最終処分場への３か月分の搬入に係る産業廃

「産業廃棄棄物税額を取りまとめて、翌月末日までに必要な事項を記入した

納入
（53ページ参照）を那覇県税事務所へ提出し、産業廃棄物税物税 申告書」

納付

を納入又は納付しなければなりません。

⇒ 31ページ記入要領を参照(1) 申告書の作成手順

(2) 申告の対象期間と期限

申告納入（納付）対象期間 申告納入（納付）期限

１月１日から ３月31日まで ４月末日

４月１日から ６月30日まで ７月末日

７月１日から ９月30日まで 10月末日

10月１日から 12月31日まで 翌年１月末日

５ 修正申告

(1) 修正申告

産業廃棄物税を申告納付すべき者は、申告書を提出した後に課税標準たる

重量又は税額を修正する必要がある場合には （6、「産業廃棄物税修正申告書」

1ページ参照）に必要な事項を記入し速やかに提出するとともに、この修正申

告により増加した税額を納付しなければなりません。

、 、なお 産業廃棄物の搬入期間に係る申告納付期限後に修正申告をした場合

増加した産業廃棄物税のほかに、延滞金及び過少申告加算金が徴収される場

合があります。

⇒ 37ページ記入要領を参照(2) 修正申告書の作成方法

条例第13条、

第16条

規則第６号様

式

条例第13条、

第16条

条例第16条第

２項

規則第11号様

式
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

６ 課税免除

(1) 最終処分業者の設置する最終処分場が所在していない離島

最終処分業者の設置する最終処分場が所在していない離島の地域内で発生

する産業廃棄物を適正に処理するため、市町村が当該離島の地域内に設置し

た最終処分場へ当該産業廃棄物を搬入する場合であって、次のいずれにも該

当する場合には、当該搬入に係る課税を免除します。

① 当該離島の地域内で発生した産業廃棄物とその他の産業廃棄物が区別さ

れた搬入

② 当該離島の地域内で発生した産業廃棄物の埋立処分に係る手数料が最終

処分業の定めている産業廃棄物の埋立処分に係る料金と比較して低額で

あると知事が認める最終処分場への搬入

(2) 公益上その他の事由により課税することが適当でないもの

、 。次のいずれかの搬入に該当する場合は 当該搬入に係る課税を免除します

① 地震、津波、火災等のうち知事が指定する大規模な災害により発生した

産業廃棄物の処理に係る最終処分場への搬入

② 不法投棄された産業廃棄物の撤去及び最終処分場への搬入を行政代執行

した場合の当該最終処分場への搬入

③ その他、①及び②に類するものとして知事が認める搬入

７ 課税標準の特例

排出事業者が、その排出する産業廃棄物の埋立処分を自ら行い、かつ、自ら

が設置する最終処分場へ当該産業廃棄物を搬入する場合であって、次のいずれ

、 。かに該当するときは それぞれに掲げる数量が課税標準数量より控除されます

ただし、他の者から委託を受けて中間処理を行った中間処理後の産業廃棄物

については控除の対象外となります。

① 管理型最終処分場への搬入（※ ②に該当する場合を除く）

……当該最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量の４分の１

② 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第13

条例第５条第

１号

規則第３条第

１項第１号

規則第３条第

１項第２号

条例第５条第

２号

規則第３条第

２項第１号

規則第３条第

２項第２号

規則第３条第

２項第３号

条例第７条第

１号

条例第７条第

２号
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Ⅳ 産業廃棄物税の申告等

項に規定する指定副産物（石炭灰に限る ）の公有水面埋立法（大正10年法律。

第57号）第２条第１項の免許を受けた区域への搬入

……当該搬入に係る産業廃棄物（石炭灰）の重量の２分の１

８ 帳簿の記載・保存

特別徴収義務者又は自己処理に係る納税者は、最終処分場ごとに帳簿を備え

付け、産業廃棄物の搬入重量等を帳簿に記載し保存しておかなければなりませ

ん。

(1) 帳簿に記載すべき事項

① 産業廃棄物の搬入年月日

② 産業廃棄物の種類及び課税標準となる重量

③ 産業廃棄物の体積（※規則で定める換算係数（28ページ参照）により重

量を算定した場合のみ）

④ 特別徴収義務者にあっては、産業廃棄物の最終処分の委託者の氏名又は

名称及びマニフェストの交付番号

(2) 帳簿の保存

帳簿は、納期限の翌日から起算して５年を経過する日まで保存しておかな

ければなりません。

例）平成18年６月に最終処分場へ搬入された産業廃棄物の場合

納期限が平成18年７月31日となるので、平成23年７月31日まで保存す

ることになります。

《帳簿の様式例》

年月日 委託者氏名 マニフェスト番号 産業廃棄物の種類 重量

ｋｇ

年 月 日 ｍ３

条例第20条

規則第７条第

２項

規則第７条第

１項

条例第20条
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Ⅴ 産業廃棄物税に係る徴収猶予等の手続

Ⅴ 産業廃棄物税に係る徴収猶予等の手続

１ 徴収猶予

(1) 徴収猶予

特別徴収義務者が納税義務者から産業廃棄物の埋立処分に係る料金及び産

、業廃棄物税の一部又は全部を納期限までに受け取ることができなかった場合

申請により、納入すべき産業廃棄物税の全部又は一部を納入することができ

ないと認められる金額を限度に、一定の要件の下で２ヶ月以内の期間に限っ

て税の納入が猶予されます。

徴収猶予を受けたい場合には （55ページ、「産業廃棄物税徴収猶予申請書」

参照）を那覇県税事務所に提出してください。

なお、徴収猶予の申請を行った者が、(3)に掲げる要件に該当していない場

合には、当該猶予に係る担保を県へ提供する必要があります。

(2) 徴収猶予を受けるための要件

① 産業廃棄物税の全部又は一部を納入することができないと認められる理

由があること

② 納期限までに処理料金及び産業廃棄物税の全部又は一部を受け取ること

ができなかったことなどを帳簿において明らかにしていること

(3) 担保の提供を要しない要件

① 徴収猶予の申請をした日前３年以内において産業廃棄物税に係る徴収金

について滞納処分を受けたことがないこと

② 最近における産業廃棄物税に係る徴収金の納入状況からみて徴収猶予さ

れた期日の末日までに徴収猶予税額を納入することが確実と認められる

こと

⇒ 40ページ記入要領を参照(4) 申請書の作成方法

(5) 承認通知及び取消通知

徴収猶予の申請が提出されると、その内容を審査した後に、その申請者

承 認に対して （57ページ参照）により「産業廃棄物税徴収猶予 通知書」
不承認

通知します。徴収猶予が不承認となった場合には、速やかに税額を納入し

てください。

また、徴収猶予を承認した場合であっても、申請の事実及び未収の事実

に相違がないかの調査を実施することがあります。この調査の結果、徴収

猶予が取り消された場合には、速やかに税額を納入してください。

条例第14条第

１項

規則第７号様

式

規則第６条第

１項

規則第８号様

式
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Ⅴ 産業廃棄物税に係る徴収猶予等の手続

２ 徴収不能額等の還付又は納入義務の免除

(1) 徴収不能額等の還付又は納入義務の免除

特別徴収義務者は、産業廃棄物の埋め立て処分に係る料金及び産業廃棄物

税の全部又は一部を受け取ることができなくなったことについて正当な理由

があると認める場合、又は徴収した産業廃棄物税額を失ったことについて天

災その他避けることができない理由があると認める場合には、申請により、

その産業廃棄物税額が既に納入されているときは、これに相当する額の還付

、 。を 税額が納入されていないときは納入義務の免除を受けることができます

「産業廃棄物税徴収不能額の還付又は納入義務の免除を受けたい場合には、

還 付
（58ページ参照）を那覇県税事務所に徴収不能額等の 申請書」

納入義務免除

提出してください。

(2) 還付又は納入義務免除を受けられる場合

原因者の区分に応じて、次のような理由がある場合に還付又は納入義務の

免除を受けることができます。

原 因 者 理 由

排出事業者や中 排出事業者や中間処理業者の破産、死亡、行方不明、自

間処理業者 然災害、火災盗難などにより、処理料金及び産業廃棄物

税に係る未収金の回収が明らかに不可能となった場合

特別徴収義務者 特別徴収義務者が自然災害、火災、盗難等により徴収し

た産業廃棄物税額を失った場合

⇒ 44ページ記入要領を参照(3) 申請書の作成方法

(4) 承認（不承認）の通知

還付又は納入義務免除の申請書が提出されると、その内容を審査した後

還 付 承 認
に （60ペ、「産業廃棄物税徴収不能額等の の 通知書」

納入義務免除 不承認

ージ参照）により通知します。

申請が承認された場合、産業廃棄物税額の還付を受ける特別徴収義務者

に他の県税等の未納額があるときは、還付を受けるべき産業廃棄物税額が

これら未納額に充当される場合があります。

また、還付又は納入義務免除が不承認となった場合には、当該産業廃棄

物税が未納のときは速やかに税額を納入してください。

なお、還付または納入義務免除を承認した場合であっても、申請の事実

及び未収の事実に相違がないかの調査を実施することがありますので御協

力ください。

条例第15条第

１項

規則第９号様

式

規則第10号様

式



- 23 -

Ⅵ 更正及び決定又は加算金等

Ⅵ 更正及び決定又は加算金等

１ 税務調査

産業廃棄物税が、正しく申告納入又は申告納付されているかについての確

認のための調査を行う場合があります。

(1) 調査の内容

税務調査では、年月日ごとに搬入された産業廃棄物が正しく帳簿等に記録

され、保存されているか、また、それが申告書の課税標準となる重量及び税

額に適正に反映されているかなどを確認します。

調査の対象となる書類としては、次のものがあります。

① 条例第20条により備え付けなければならないとされている帳簿

② 申告に係る書類、帳簿等（売掛台帳、請求書、領収書等）

③ 産業廃棄物が最終処分場に搬入されたことを示す書類(マニフェスト

等）

④ その他調査に関して別に求める必要な書類、帳簿等

２ 更正及び決定

(1) 更正及び決定

申告書が提出された場合に、その申告に係る課税標準となる重量及び税額

が実際の数値と異なっていたときは、県において重量及び税額を実際の数値

に変更する処分（これを「更正」といいます ）が行われます。。

また、申告すべき課税標準たる重量及び税額があるにもかかわらず、申告

が行われなかった場合には、県において重量及び税額を決定する処分（これ

を「決定」といいます ）が行われます。。

法第733条の４の規定により、県の税務職員（徴税吏員）は法定

外目的税（産業廃棄物税）に関する調査のために必要がある場合に

は、納税義務者、特別徴収義務者、法定外目的税（産業廃棄物税）

の賦課徴収に関し直接関係があると認められる者等に対して質問又

は事業に関する帳簿書類その他の物件の検査をすることができるこ

ととなっています。

徴税吏員の質問検査権
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Ⅵ 更正及び決定又は加算金等

(2) 更正及び決定の通知

更正
「産業廃棄物税 及び加算金決定通知更正又は決定が行われた場合は、

決定

（63ページ参照）により更正又は決定による税額が通知されます。書」

また、更正又は決定により過少申告加算金、不申告加算金及び重加算金が

課される場合には、これらの加算金額についても、この通知によりあわせて

通知されます。

３ 加算金

(1) 過少申告加算金

期限内に申告した場合で、その申告額が実際より少額であったため、後日

修正申告をした場合又は増額の更正を受けた場合に徴収されます。

納める額は、期限内申告額と修正申告又は更正による税額との増差税額の

100分の10となります。

ただし、この増差額が、期限内申告額と50万円のいずれか多い金額を超え

るときは、その超える金額の100分の５が加算されます。

(2) 不申告加算金

正当な理由がなく、期限内に申告がなかった場合に徴収されます。

納める額は、期限までに申告がなかった場合、期限までに申告しなかった

ため決定を受けた場合又は期限後に申告して更正を受けた場合には、納める

べき税額の100分の15となります。

、 、ただし 県による更正又は決定を予知しないで期限後に申告した場合には

この申告に係る税額の100分の５となります。

(3) 重加算金

不正な方法で税を免れようとした場合に徴収されます。

納める額は、期限内に申告がある場合には、期限内申告額と修正申告又は

更正による税額との増差税額の100分の35となります。

また、申告がない場合や、期限後に申告がある場合には、納めるべき税額

の100分の40となります。

、 、ただし 県による更正又は決定を予知しないで期限後に申告した場合には

重加算金は徴収されません。

規則第12号様

式

法第733条の18

第１項、第２

項

法第733条の18

第３項、第４

項

法第733条の19
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Ⅵ 更正及び決定又は加算金等

４ 延滞金

納期限までに納税がないときに徴収されます。

納期限の翌日から納入又は納付の日までの期間に応じて次の率により計算さ

れます。

① 納期限の翌日から起算して１か月を経過する日までの期間

…… 年 7.3％※

② 納期限の翌日から１か月を経過した日から納付の日までの期間

…… 年14.6％

※（延滞金の特例）

当分の間、率が年7.3％の部分に限り、各年毎に次の計算式で計算した

率が7.3％に満たない場合には、この計算により得た率を特例基準割合と

して延滞金を計算することとなっています。

〈計算式〉

特例基準割合 ＝「前年の11月30日の公定歩合」+ ４％

（小数点第１位未満切捨）
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Ⅶ 特別徴収義務者、納税者のための諸制度

Ⅶ 特別徴収義務者、納税者のための諸制度

産業廃棄物税の申告や納税等に関して、特別徴収義務者や納税者のために、次

のような制度があります。

① 徴収猶予

特別徴収義務者は、請求期間や手形決済の関係などで、税の申告納入期限

までに排出事業者や中間処理業者から処理料金及び税額を受け取ることがで

きない場合は （40、55ページ参照）を提出、「産業廃棄物税徴収猶予申請書」

することで２か月以内の徴収猶予を受けることができます。

⇒ 21ページ参照

② 徴収不能額等の還付又は納入義務の免除

特別徴収義務者は、正当な理由により排出事業者や中間処理業者から処理

料金及び産業廃棄物税額を受け取ることができなくなった場合や、受け取っ

た産業廃棄物税額を天災など避けることのできない理由により失った場合に

還 付
、 （ 、 ）は 44 58ページ参照「 」産業廃棄物税徴収不能額等 申請書

納入義務免除

を提出することで当該申請に係る税額の納入義務が免除されたり、納入済み

の税額が還付されます。

⇒ 22ページ参照

③ 災害等に係る減免

自己処理に係る納税者は、天災その他特別な事情がある場合には、納付す

べき税額の減免を受けることができます。

④ 更正の請求

納入「 」特別徴収義務者又は自己処理に係る納税者は、産業廃棄物税 申告書
納付

（53ページ参照）を提出した後に、申告した税額が過大であったことなどを

発見したときは、納期限から１年以内に限り、減額するよう更正の請求をす

ることができます。

⑤ 税に対する不服の申立

特別徴収義務者又は自己処理に係る納税者は、産業廃棄物税の課税、徴収

などの処分に不服があるときは、それらの処分に関する通知書などを受け取

った日の翌日から起算して60日以内に、知事に対して審査請求をすることが

できます。

条例第14条

規則第７号様

式

条例第15条

規則第９号様

式

条例第３条

(沖縄県税条例

第14条を引用)

規則第６号様

式

法第20条の９

の３

法第19条

行政不服審査

法
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Ⅶ 特別徴収義務者、納税者のための諸制度

⑥ 求償権

特別徴収義務者は、県に納入した産業廃棄物税の納入金のうち、納税義務

者（排出事業者又は中間処理業者）が特別徴収義務者に支払わなかった税に

相当する部分については、当該納税義務者に対して求償権を有します。

特別徴収義務者が求償権に基づいて訴えを提起した場合においては、地方

団体の徴税吏員は、職務上の秘密に関する場合を除くほか、証拠の提供その

他必要な援助を与えなければならないこととなっています。

法第733条の15

第３項

法第733条の15

第４項
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Ⅷ その他

Ⅷ その他

１ 産業廃棄物の体積から重量への換算表

（第４条関係）規則別表第１

産業廃棄物の種類 換算係数

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる燃え殻 1.14

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる汚泥 1.10

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる廃油 0.90

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる廃酸 1.25

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる廃アルカリ 1.13

廃棄物処理法第２条第４項第１号に掲げる廃プラスチック類 0.35

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号。以下「廃棄物処 0.30
理法施行令」という ）第２条第１号に掲げる紙くず。

廃棄物処理法施行令第２条第２号に掲げる木くず 0.55

廃棄物処理法施行令第２条第３号に掲げる繊維くず 0.12

廃棄物処理法施行令第２条第４号に掲げる動物又は植物に係る固形状の不要物 1.00

廃棄物処理法施行令第２条第４号の２に掲げる獣畜及び食鳥に係る固形状の不要物 1.00

廃棄物処理法施行令第２条第５号に掲げるゴムくず 0.52

廃棄物処理法施行令第２条第６号に掲げる金属くず 1.13

廃棄物処理法施行令第２条第７号に掲げるガラスくず、コンクリートくず及び陶磁 1.00
器くず

廃棄物処理法施行令第２条第８号に掲げる鉱さい 1.93

廃棄物処理法施行令第２条第９号に掲げるコンクリートの破片その他これに類する 1.48
不要物

廃棄物処理法施行令第２条第10号に掲げる動物のふん尿 1.00

廃棄物処理法施行令第２条第11号に掲げる動物の死体 1.00

廃棄物処理法施行令第２条第12号に掲げる集じん施設によって集められたばいじん 1.26

廃棄物処理法施行令第２条第13号に掲げる廃棄物 1.00
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Ⅷ その他

２ 申請書、申告書等の記入例及び記入要領

(1) 特別徴収義務者の登録

産業廃棄物税特別徴収義務者登録申請書（規則第１号様式） ＜記入例＞

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

（

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

年 月 日 第 号 年 月 日

１

２

３

４

５

第１号様式 （第８条関係）

産業廃棄物税特別徴収義務者登録申請書

平成 △△ △△ △△

住 所 那覇市○○○△△丁目△△番△△号

氏 名 株式会社○○○興業
　代表取締役　○○○○○

電話番号 ０９８－８６６－△△△△

沖縄県産業廃棄物税条例第12条第１項の規定により、産業廃棄物税の特別徴収義務者としての登録

を次のとおり申請します。

最

終

処

分

場

所 在 地 豊見城市○○○△△丁目△△番△△号

名 称 ○○最終処分場

電 話 番 号 ０９８－△△△－△△△△

種 類 及 び 規 模

重 量 の 測 定

△△ 月 △△ 日事 業 開 始 年 月 日 平成 △△ 年

(特別管理)産業廃棄物
処分業の許可年月日及
び 許 可 番 号

平成 △△ △△

登録番号

△△△△△△△△

備 考

△△

(注) 太枠内について記入してください。

複数の最終処分場を有する場合は、最終処分場ごとに申請書を提出してください。

証票交付
年 月 日

受
領
印

処 理
事 項

登 録
年月日

「種類及び規模」の欄は、該当する項目に○をつけてください。

「重量の測定」の欄は、該当する項目に○をつけてください（「可」の場合は計量器の最小目

盛も記入してください。）。

（特別管理）産業廃棄物処分業許可証の写しを添付してください。

安定型 ・ 管理型 ・

可 （計量器の最小目盛： △△ キログラム） 不可

遮断型 △△,000 立方メートル）

・

受 付 印
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Ⅷ その他

(2) 最終処分場の設置等

産業廃棄物税最終処分場設置等届出書（規則第13号様式） ＜記入例＞

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

おり届け出ます。

（ 立方メートル）

可（計量器の最小目盛： 不可

年 月 日 第 号

年 月 日 第

１

２

３

４

５ 最終処分場設置許可証の写しを添付してください。

複数の最終処分場を有する場合は、最終処分場ごとに届出書を提出してください。

「種類及び規模」の欄は、該当する項目に○をつけてください。

「重量の測定」の欄は、該当する項目に○をつけてください（「可」の場合は計量器の最小目

盛も記入してください。）。

号

(注) 太枠内について記入してください。

処 理
事 項

登 録
年月日

登録番号

△△ △△△△△△△△

備 考

最終処分場の設置許可
年月日及び許可番号

平成 △△ △△

△△ 月 △△ 日埋立処分開始年月日 平成 △△ 年

・ 遮断型 △△,000

重 量 の 測 定 △△ キログラム ・

種 類 及 び 規 模 安定型 ・ 管理型

電話番号 ０９８０－△△－△△△△

沖縄県産業廃棄物税条例第19条第１項の規定により、産業廃棄物税の最終処分場の設置等を次のと

最

終

処

分

場

所 在 地 名護市○○○△△丁目△△番△△号

名 称 ○○○処分場

電 話 番 号 ０９８０－△△－△△△△

住 所 名護市○○○△△丁目△△番△△号

氏 名 ○○工業株式会社
　代表取締役　○○○○○

第13号様式（第８条関係）

産業廃棄物税最終処分場設置等届出書

平成△△ △△ △△

受 付 印
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Ⅷ その他

(3) 産業廃棄物税の申告

ア 申告者に係る事項等

申告書の所定の欄に、特別徴収義務者又は納税者に係る事項として、

・ 登録番号

・ 申告書提出年月日

・ 氏名（名称及び代表者氏名）

・ 住所（所在地）

・ この申告に応答する者の氏名及び電話番号

最終処分場に係る事項として、

・ 名称

・ 所在地

を記入します。

イ 申告の対象期間

申告の対象となる産業廃棄物の搬入期間を記入します。

ウ 「期間中における最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①」

申告の対象期間中における、最終処分場への産業廃棄物の搬入量のすべてを記入し

ます。

この搬入量を記入するにあたっては、先に附表を作成し（附表作成は「シ 附表の作

成方法」を参照 、当該附表の「合計」欄の「合計重量」を転記します。）

なお、端数処理は行わないでください。

エ 課税免除の対象となる数量

産業廃棄物の搬入のうち課税免除の対象となるものがある場合、条例第５条第１号

離島地域における課税免除 に該当するものは ② の欄へ 条例第５条第２号 公（ ） 「 」 、 （

益上その他の事由により課税することが適当でないもの）に該当するものは「③」の

欄へ記入します。

これらの数量を記入するにあたっては、先にそれぞれの附表を作成し、附表の「合

計」欄の「合計重量」を転記します。

なお、端数処理は行わないでください。

（ ）課税免除について ⇒ 19ページ参照

納入
産業廃棄物税 申告書（規則第６号様式） ＜記入要領＞

納付
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オ 「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」

「期間中における最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①」より 「条例第５条第１、

号の規定によって課税免除される搬入量 ②」及び「条例第５条第２号の規定によって

課税免除される搬入量 ③」を差し引いた数量となります。

なお、端数処理は行わないでください。

カ 「委託契約により最終処分場へ搬入した産業廃棄物の数量 ⑤」

「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」の内訳の一つで、対象となる期間中に

委託契約により最終処分場へ直接搬入された産業廃棄物の数量（11ページ①、12ペー

ジ②、13ページ③の場合等）を記入します。

この搬入量を記入するにあたっては、先に附表を作成し、当該附表の「合計」欄の

「合計重量」を転記します。

なお、端数処理は行わないでください。

キ 「中間処理業者が中間処理を行った後に生ずる産業廃棄物を自らが設置する最終処

分場へ搬入した数量 ⑥」

「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」の内訳の一つで、産業廃棄物を排出し

た事業者が、当該産業廃棄物の中間処理を中間処理業者に委託した場合であって、当

該中間処理業者が中間処理後の当該産業廃棄物を自らが設置する最終処分場へ搬入し

埋立処分を行った数量（17ページ③の場合）を記入します。

この搬入量を記入するにあたっては、先に附表を作成し、当該附表の「合計」欄の

「合計重量」を転記します。

なお、端数処理は行わないでください。

ク 「委託契約以外による最終処分場への産業廃棄物の搬入量より⑥を除いた数量 ⑦」

「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」の内訳の一つで、建物の解体業者や電

、 、 、力事業者等が その事業活動に伴って生じた産業廃棄物の埋立処分を自ら行い かつ

当該事業者が自ら設置する最終処分場へ搬入した場合の数量を記入します （15ページ。

①、16ページ②の場合等）

この搬入量を記入するにあたっては、先に附表を作成し、当該附表の「合計」欄の

「合計重量」を転記します。

なお、端数処理は行わないでください。

Ⅷ その他
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ケ 課税標準の特例

「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」のうち課税標準の特例の対象となるも

、 （ ） 、「 」のがある場合 条例第７条第１号 管理型最終処分場の設置者 に該当するものは ⑧

へ、条例第７条第２号（発電に伴い生じた石炭灰）に該当するものは「⑨」へそれぞ

れ記入します。

これらの数量を記入するにあたっては、先にそれぞれの附表を作成し、附表の「合

計」欄の「合計重量」を転記します。

なお、端数処理は行わないでください。

コ 申告納入に係る「課税標準数量 ⑩」及び「税額 ⑪」

「課税標準数量 ⑩」は 「委託契約により最終処分場へ搬入した産業廃棄物の数量、

⑤」の数量となります。

「税額 ⑪」は 「課税標準数量 ⑩」の数量に税率 を乗じて、 （１トン当たり1,000円）

得た額になります。税額に１円未満の端数があるときは切り捨てます。

サ 申告納付に係る「課税標準数量 ⑫」及び「税額 ⑬」

「課税標準数量 ⑫」は 「課税の対象となる産業廃棄物の搬入量 ④」より「委託契、

約により最終処分場へ搬入した産業廃棄物の数量 ⑤」を差し引き後、さらに 「⑧」、

の４分の１及び「⑨」の２分の１をそれぞれ控除した後の数量となります。

「税額 ⑬」は 「課税標準数量 ⑫」の数量に税率（１トン当たり1,000円）を乗じ、

て得た額になります。税額に１円未満の端数があるときは切り捨てます。

シ 附表の作成方法

(a) 附表の「施設の名称 「登録番号」の欄に、特別徴収義務者又は納税者が設置」、

している施設の名称と登録番号を記入します。

(b) 「申告の［ ］欄の搬入量又は数量に関する明細」の欄の『 』に、こ［ ］

の附表に該当する申告書の欄の「①～③、⑤～⑨」の数字を記入します。

(c) 「申告対象期間」の欄には、申告書の「申告の対象期間」の欄の期間を記入し

ます。

Ⅷ その他
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(d) 申告書の各欄に算入すべき「搬入量」又は「数量」の内訳を産業廃棄物の種類

ごとに記入してください。

搬入の際に重量を計測している場合には「搬入重量」の欄へ、体積を計測し

ている場合には 「重量の計測が困難な場合」の「体積」の欄に記入し 「換算、 、

係数」を乗じて得た重量を「換算重量」の欄へと記入します。

産業廃棄物の種類毎の「合計重量」の欄へ、それぞれの「搬入重量」と「換

算重量」の合計を記入してください。

なお、重量及び体積を記入する際には、端数処理は行わないでください。

(e) 搬入重量 換算重量 体積 及び 合計重量 をそれぞれ合計し 合「 」、「 」、「 」 「 」 、「

計」の欄へ記入してください。なお、その際にも端数の処理は行わないでく

ださい。

(f) 「合計重量」の「合計」の欄の重量を申告書の該当する欄へ転記します。

Ⅷ その他
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Ⅷ その他

納入
産業廃棄物税 申告書（規則第６号様式）

納付

＜記入例＞

（第８条関係）

沖縄県

那覇県税事務所長　殿

日から平成 日まで

この申告書には、附表（①②③⑤⑥⑦⑧⑨欄の搬入量又は数量に関する明細書）を添付して提出

してください。

搬入量及び数量を記入する場合は、計量した重量（重量の測定が困難な場合は体積から換算した

重量）を記入することとし、トン未満の端数についてもそのまま記入してください。

「税額」の欄は、円未満の端数があるときはその端数を切り捨ててください。

申告書の提出期限後に申告納入又は申告納付すると延滞金のほか、不申告加算金が徴収されます。

第６号様式

産業廃棄物税
納入

申告書
納付 登 録 番 号

△△△△△△△

又

は

納

税

者

特

別

徴

収

義

務

者

氏名又は名称
並びに代表者名

株式会社　○○興業
代表取締役　○○○○○

印

那覇市○○○△△丁目△△番△△号平成 18 年 7 月 28 日 住所又は所在地

この申告に応答
する者の氏名
及び電話番号

○○　○○

（電話 ０９８－８６６－△△△△ )

最
終
処
分
場

名 称 ○○最終処分場

所 在 地 豊見城市○○○△△丁目△△番△△号

申 告 の 対 象 期 間 平成 18 年 4 月 1 18 年 6 月 30

期間中における最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①

千 トン

1 6 5 2 ．72708

課

税

免

除

条例第５条第１号の規定によって課税免
除される搬入量

② 1 3 2 ．0

条例第５条第２号の規定によって課税免
除される搬入量

③ 4 7 ．36

課税の対象となる産業廃棄物の搬入量
　　　　　　　　　　　　　　（①－②－③）

④ 1 4 7 3 ．36708

④

の

内

訳

委託契約により最終処分場へ搬入し
た産業廃棄物の数量

⑤ 1 5 8 ．54308

中間処理業者が中間処理を行った後に生ず
る産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量

⑥ 1 8 5 ．332

委託契約以外による最終処分場への産
業廃棄物の搬入量より⑥を除いた数量

⑦ 1 1 2 9 ．492

の

特

例

課

税

標

準

条例第７条第１号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる搬入量

⑧ 5 4 ．812

条例第７条第２号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる搬入量

⑨ 1 0 5 5 ．38

税

額

の

計

算

申
告
納
入

課税標準数量　（⑤の数量） ⑩ 1 5 8 ．54308

税　　　　額　（⑩×1,000円/ﾄﾝ) ⑪
百万 千 円

1 5 8 5 4 3

申
告
納
付

課税標準数量 (④－⑤－⑧×
1
－⑨×

1
) ⑫

千 トン
4 2 7 7 3 ．431

税　　　　額　（⑫×1,000円/ﾄﾝ) ⑬
百万 千 円

7 7 3 4

３

４

3 1

(注)１

２

受 付 印
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Ⅷ その他

規則第６号様式附表

＜記入例＞

第６号様式附表

①

平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

換算係数

（B)

燃 え 殻 123 ． 542 ． 1.14 ． 123 ． 542

汚 泥 153 ． 24 ． 1.10 ． 153 ． 24

廃 油 ． ． 0.90 ． ．

廃 酸 ． ． 1.25 ． ．

廃 ア ル カ リ ． ． 1.13 ． ．

廃プラスティック類 ． ． 0.35 ． ．

紙 く ず ． ． 0.30 ． ．

木 く ず ． ． 0.55 ． ．

繊 維 く ず ． 23 ． 684 0.12 2 ． 84208 2 ． 84208

動物又は植物に係る
固 形 状 の 不 要 物

32 ． 159 ． 1.00 ． 32 ． 159

獣畜及び食鳥に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

ゴ ム く ず ． ． 0.52 ． ．

金 属 く ず ． 28 ． 4 1.13 32 ． 092 32 ． 092

ガラスくず、コンクリート
く ず 及 び 陶 磁 器 く ず 132 ． 0 ． 1.00 ． 132 ． 0

鉱 さ い ． 38 ． 4 1.93 74 ． 112 74 ． 112

コンクリートの破片そ
の他これに類する不要物

． 32 ． 0 1.48 47 ． 36 47 ． 36

動 物 の ふ ん 尿 ． ． 1.00 ． ．

動 物 の 死 体 ． ． 1.00 ． ．

ば い じ ん 1055 ． 38 ． 1.26 ． 1055 ． 38

廃棄物処理法施行令第２
条 第 13 号 の 廃 棄 物

． ． 1.00 ． ．

合 計 1496 ． 321 122 ． 484 156 ． 40608 1652 ． 72708

(注)１　この明細書は施設ごとに作成してください。

　　２　この明細書は、第６号様式の申告書に添付して提出して下さい。

　　３　重量、体積を記入する場合は、計量又は測定した数量を記入し、トン未満の端数についてもそ

　　　のまま記入してください。

施 設 の 名 称登 録 番 号

○○最終処分場 △△△△△△

申告書〔 〕欄の搬入量又は数量に関する明細書

申 告 の 対 象 期 間
18 4 1

18 6 30

産業廃棄物の種類

搬入重量
（トン）

(ｱ)

重量の計測が困難な場合 合計重量
（トン）

(ｱ)＋(ｲ)

体積
（立方ﾒｰﾄﾙ）

（A)

換算重量
（トン）

(A)×(B)＝(ｲ)
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Ⅷ その他

(4) 産業廃棄物税の修正申告

修正申告書の作成方法については、申告書と同様ですので、31ページを参照してく

ださい。

なお 修正申告書は申告納付に係る課税標準数量及び税額の修正であることから 期、 、「

間中における申告納付に係る最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①」の数量は、申告

書（第６号様式）の「期間中における最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①」より、

当該申告書の「課税免除」の「条例第５条第１号の規定によって課税免除される搬入

量 ②」及び「④」欄の内訳の「委託契約により最終処分場へ搬入した産業廃棄物の数

量 ⑤」の数量が控除されたものにあたります。

「既に納付の確定した産業廃棄物税額 ⑩」には、この修正申告前に行われた納税者

の申告（修正申告も含みます）又は県の行った更正又は決定により、納付することが

確定している税額を記入してください。この修正申告により算出した「申告納付にす

べき産業廃棄物税額 ⑨」と「⑩」の差額が 「この修正申告により申告納付すべき税、

額 ⑪」となります。

最後に、この修正申告の対象期間における本来の「申告書提出期限」を記入してく

ださい。

産業廃棄物税修正申告書（規則第11号様式） ＜記入要領＞
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Ⅷ その他

産業廃棄物税修正申告書（規則第11号様式）

＜記入例＞

（第８条関係）

沖縄県

那覇県税事務所長　殿

日から平成 日まで

この申告書には、附表（①②④⑤⑥⑦欄の搬入量又は数量に関する明細書）を添付して提出して

ください。

搬入量及び数量を記入する場合は、計量した重量（重量の測定が困難な場合は体積から換算した

重量）記入することとし、トン未満の端数についてもそのまま記入してください。

「税額」の欄は、円未満の端数があるときはその端数を切り捨ててください。

４ 「既に納付の確定した産業廃棄物税額」の欄は、修正申告前に行われた申告、更正又は決定に

より納付することが確定している税額を記入してください。

修正申告の場合、延滞金及び過少申告加算金が徴収される場合があります。

(注)１

２

３

５

7 月 31 日申 告 書 提 出 期 限 平成 18 年

1 0 0 0

円

0 0 0

百万 千この修正申告により申告納付すべき税額
⑪

（⑨－⑩）

7 7 3

円

4 3 1

百万 千
既 に 納 付 の 確 定 し た 産 業 廃 棄 物 税 額 ⑩

1 7 3 4（⑧×1,000円/ﾄﾝ) 1

円

3 1

431

申 告 納 付 す べ き 産 業 廃 棄 物 税 額
⑨

百万 千

4 2 1 7 7 3 ．

5 ．38

この申告に係る課税標準数量
1 1

⑧(③－⑥× －⑦×
)

4 . 812

条例第７条第２号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる数量

⑦ 1 0 5

．492

の

特

例

課

税

標

準

条例第７条第１号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる数量

⑥ 5

1 1 2 9
産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量（④を除く）

⑤

8 5 ．332

．824

③

の

内

訳

中間処理業者が中間処理を行った後に生ず
る産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量

④ 1 1

．36

申告納付に係る課税の対象となる産業廃棄物の
搬入量　　　　　　　　　　　　　（①－②）

③ 2 3 1 4

4 7
条例第５条第２号の規定によって課税免
除される搬入量のうち申告納付に係るもの

②

トン

2 3 6 2 . 184

千
期間中における申告納付に係る最終処分場への産
業廃棄物の搬入量

①

4 月 1 18 年 6 月 30申 告 の 対 象 期 間 平成 18 年

最
終
処
分
場

名 称 ○○最終処分場

所 在 地 豊見城市○○○△△丁目△△番△△号

○○　○○

（電話 ０９８－８６６－△△△△ )

12 日 住所又は所在地

この申告に応答
する者の氏名
及び電話番号

18 年 10 月

第11号様式

登 録 番 号

△△△△△△△

納

税

者

氏名又は名称
並びに代表者名

株式会社　○○興業
代表取締役　○○○○○

印

那覇市○○○△△丁目△△番△△号

産 業 廃 棄 物 税 修 正 申 告 書

平成

受 付 印
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Ⅷ その他

規則第11号様式附表

＜記入例＞

第11号様式附表

①

平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

換算係数

（B)

燃 え 殻 ． ． 1.14 ． ．

汚 泥 1153 ． 24 ． 1.10 ． 1153 ． 24

廃 油 ． ． 0.90 ． ．

廃 酸 ． ． 1.25 ． ．

廃 ア ル カ リ ． ． 1.13 ． ．

廃プラスティック類 ． ． 0.35 ． ．

紙 く ず ． ． 0.30 ． ．

木 く ず ． ． 0.55 ． ．

繊 維 く ず ． ． 0.12 ． ．

動物又は植物に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

獣畜及び食鳥に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

ゴ ム く ず ． ． 0.52 ． ．

金 属 く ず ． 28 ． 4 1.13 32 ． 092 32 ． 092

ガラスくず、コンクリート
く ず 及 び 陶 磁 器 く ず ． ． 1.00 ． ．

鉱 さ い ． 38 ． 4 1.93 74 ． 112 74 ． 112

コンクリートの破片そ
の他これに類する不要物

． 32 ． 0 1.48 47 ． 36 47 ． 36

動 物 の ふ ん 尿 ． ． 1.00 ． ．

動 物 の 死 体 ． ． 1.00 ． ．

ば い じ ん 1055 ． 38 ． 1.26 ． 1055 ． 38

廃棄物処理法施行令第２
条 第 13 号 の 廃 棄 物

． ． 1.00 ． ．

合 計 2208 ． 62 98 ． 8 153 ． 564 2362 ． 184

(注)１　この明細書は施設ごとに作成してください。

　　２　この明細書は、第11号様式の申告書に添付して提出して下さい。

　　３　重量、体積を記入する場合は、計量又は測定した数量を記入し、トン未満の端数についてもそ

　　　のまま記入してください。

体積
（立方ﾒｰﾄﾙ）
（A)

換算重量
（トン）

(A)×(B)＝(ｲ)

合計重量
（トン）

(ｱ)＋(ｲ)

産業廃棄物の種類

重量の計測が困難な場合搬入重量
（トン）

(ｱ)

1

30

修正申告書〔 〕欄の搬入量又は数量に関する明細書

申 告 の 対 象 期 間
18

18

4

6

施 設 の 名 称登 録 番 号

○○最終処分場 △△△△△△
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Ⅷ その他

(5) 徴収猶予の申請

ア 申請者に係る事項等

、「 」、 「 」 「 」（ 、所定の欄に 申請書の提出年月日 申請者の 住所 及び 氏名 法人の場合は

事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）並びに「電話番号」を記入します。

また、徴収猶予の申請の対象となる搬入のあった最終処分場の「登録番号 「所在」、

地」及び「名称」を記入します。

イ 「実績年月①」

徴収猶予を受けようとする搬入のあった期間を記入します。

※ この申請と併せて提出する申告書（第６号様式）の「申告の対象期間」と一致しま

す。

ウ 「申告納入に係る産業廃棄物税額 ②」

「実績年月 ①」の期間内に納入すべき産業廃棄物税の全額を記入してください。

エ 「②のうち納期限までに受け取ることができない税額 ③」

未収となっている税額を記入してください。

カ 「③のうち、徴収猶予申請額 ④」

この欄を記入する前に、裏面の「徴収猶予申請額に係る明細書」を次の方法で記入

します。

(ｱ) 徴収猶予を受けようとする産業廃棄物税額に係る搬入を行った排出事業者

や中間処理業者（納税義務者）について、その氏名（法人の場合は名称 、搬）

入された産業廃棄物の重量 及び未収金額の回収予定年月日を記入します。※

※ 計測単位が体積である場合は、規則で定める換算係数を用いて換算して得た重量を

記入し、端数処理はしないでください。

、 「 」 。(ｲ) 搬入重量を合計し 税率を乗じて 徴収猶予申請額 イ 欄を算出します

この場合、１円未満の端数がある場合は切り捨ててください。

「③のうち、徴収猶予申請額 ④」の欄へ裏面「徴収猶予申請額 イ」欄を記入しま

す。記入の際に「②のうち納期限までに受け取ることができない税額 ③」に記入した

金額以下であることが必要です。

産業廃棄物税徴収猶予申請書（規則第７号様式） ＜記入要領＞
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ク 「④の内訳」

「③のうち、徴収猶予申請額 ④」についての内訳として 「徴収猶予の申請期間」、

と「徴収猶予申請額」をそれぞれの欄へ記入してください。なお、この申請期間の末

日が当該猶予税額の納入日となります。

ケ 「提供しようとする担保及び提供者名」

担保の提供が必要な方については、必要事項を記入してください。

Ⅷ その他
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Ⅷ その他

産業廃棄物税徴収猶予申請書（規則第７号様式）

＜記入例＞

（表）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

月から平成

年 月 年 月

年 月 年 月

(注) １ この申請書は、産業廃棄物税条例施行規則第6号様式による産業廃棄物税

２　複数の最終処分場に係る産業廃棄物税について申請する場合は、それぞれの最終処分場ごとに

申請書を提出してください。

３ 徴収猶予の申請理由が生じたことを証する書面を添付してください。

納入
納付

申告書を提出する

第７号様式（第８条関係）

産業廃棄物税徴収猶予申請書

平成 18 7 28

那覇市○○○△△丁目△△番△△号

氏 名 株式会社　○○興業
代表取締役　○○○○○

電話番号 ０９８－△△△－△△△△

住 所

沖縄県産業廃棄物税条例第14条第１項の規定による産業廃棄物税の徴収猶予を受けたいので、次の

とおり申請します。

最

終

処

分

場

登 録 番 号△△△△△△

所 在 地豊見城市○○○△△丁目△△番△△号

名 称○○最終処分場

実 績 年 月 ① 平成 18 6 月分まで

申告納入に係る産業廃棄物税額 ② 158,543 円

年 4 18 年

③ の う ち 、 徴 収 猶 予 申 請 額
(裏面のイ欄の金額を記入してください。)

④ 82,345 円

② の う ち 納 期 限 ま で に 受 け 取
る こ と の で き な い 税 額

③ 108,223 円

④の内訳

徴 収 猶 予 申 請 期 間徴 収 猶 予 申 請 額

平成 18 8 1 日から平成 18 8 26 日分まで 30,321 円

平成 18 8 1 日から平成 18 9 30 日分まで 52,024 円

提 供 し よ う と す る
担 保 及 び 提 供 者 名

際に、同時に提出してください。

受 付 印
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Ⅷ その他

（裏）

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

ア

．

イ

（ア×1,000円）

徴収猶予申請額
82,345 円

合計
82 345 ﾄﾝ

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

日

ﾄﾝ 年

ﾄﾝ 年 月

月 日

25 日

ﾄﾝ 年

○○建設 21 013 ﾄﾝ 平成 18 年 9 月

8 月 30 日

25 日

○○建設 31 011 ﾄﾝ 平成 18 年

○○建材有限会社 30 321 ﾄﾝ 平成 18 年 8 月

徴収猶予申請額に係る明細書

納 税 義 務 者 の 氏 名 又 は 名 称搬 入 重 量未 収 金 回 収 予 定 年 月 日
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Ⅷ その他

(6) 徴収不能額の還付又は納入義務の免除の申請

ア 申請者に係る事項等

所定の欄に、申請書の提出年月日、申請者の「住所」及び「氏名 （法人の場合は、」

事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）並びに「電話番号」を記入します。

、 「 」、また 還付又は納入義務の免除の対象となる搬入のあった最終処分場の 登録番号

「所在地」及び「名称」を記入します。

なお、還付又は納入義務の免除を受ける原因となった排出事業者や中間処理業者が

複数ある場合には、それぞれ原因者ごとに申請書を作成してください。

イ 「実績年月」

還付又は納入義務の免除の対象となる搬入のあった期間を記入します。

※ この搬入に係る申告書(第６号様式)の「申告の対象期間」と一致します。

ウ 「還付又は納入義務免除の別」

「還付」又は「納入義務免除」のうち該当するものに○をつけてください。

エ 「申告納入に係る産業廃棄物税額 ①」

「実績年月」の期間に係る納入すべき産業廃棄物税額の全額を記入してください。

オ 「①のうち、既に納入した産業廃棄物税額」

「実績年月」の期間に係る納入済みの産業廃棄物税額を記入してください。

カ 「①のうち、受け取ることができなくなった（失った）税額 ②」

この欄を記入する前に、この申請書の裏面の「正当な理由により受け取ることがで

きなくなった税額に関する明細書」を次の方法で記入します。

(ｱ) 産業廃棄物の埋立処分を委託した事業者の「住所又は所在地」及び「氏名又

は名称」を記入してください。

還 付
産業廃棄物税徴収不能額等の 申請書（規則第９号様式）＜記入要領＞

納入義務免除
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Ⅷ その他

「 」 「 」(ｲ) (ｱ)の事業者がウの期間中に搬入を行った 年月日 及び産業廃棄物の 重量

並びに当該搬入に係る「処理料金 「税額」及び処理料金と税額の「合計」を」、

記入してください。

(ｳ) (ｲ)の搬入に係る入金について「年月日」及び「金額」を記入してください。

(ｴ) 「産業廃棄物の搬入」の「合計」より「左のうち入金」の「金額」を差し引

いた額を「差引未収金」の「合計」の欄に記入してください。

(ｵ) 差引未収金 の 処理料金 の欄及び 税額 の欄は 差引未収金 の 合「 」 「 」 「 」 、「 」 「

計」の金額を「産業廃棄物の搬入」に係る「処理料金」及び「税額」の額で按

分した額をそれぞれ記入してください。なお、按分した税額に円未満の端数あ

る場合には切り捨ててください。

(ｶ)「差引未収金」の「税額」の欄の合計額を「還付又は納入義務免除を受けよう

とする税額 合計 ア」へ記入してください。

「①のうち、受け取ることができなくなった（失った）税額 ②」の欄に裏面の「還

付又は納入義務免除を受けようとする税額 合計 ア」の金額を記入してください。

キ 「還付又は納入義務免除を受けようとする税額 （② 」）

カで記入した「還付又は納入義務免除を受けようとする税額 合計 ア」と同じ金

額を記入してください。

※ 「①のうち、受け取ることができなくなった（失った）税額 ②」の欄と「還付又

は納入義務免除を受けようとする税額 （② 」の金額は、通常一致します。）

コ 還付又は納入義務免除を必要とする理由書

、「 」 、申請書を提出の際には 還付又は納入義務免除を必要とする理由書 を別途作成し

産業廃棄物税に係る未収金・貸倒明細書、未収金台帳原簿の写し等、還付又は納入義

務免除が必要であることを証する書類を併せて提出してください。
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Ⅷ その他

還 付
産業廃棄物税徴収不能額等の 申請書（規則第９号様式）

納入義務免除

＜記入例＞

（表）

日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

年 月から平成

「還付又は納入義務免除の別」欄は、該当する項目に○をつけてください。

２ この申請書には、当該申請に係る産業廃棄物管理票の写し、産業廃棄物税に係る未収金・貸倒

明細書、未収金台帳原簿の写し等、還付又は納入義務免除を必要とする理由書及びその理由を証

明する書類を添付してください。

産業廃棄物税徴収不能額等の
納入義務免除
還 付

(注)１

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除
を 必 要 と す る 理 由

別添理由書のとおり

備 考

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除 を 受 け よ う と す る 税 額
（ 裏 面 の ア 欄 の 金 額 を 記 入 し て く だ さ い 。 ）

（②） 36,852 円

①のうち、受け取ることができなくなった（失った）税額
（ 裏 面 の ア 欄 の 金 額 を 記 入 し て く だ さ い 。 ）

② 36,852 円

円

① の う ち 、 既 に 納 入 し た 産 業 廃 棄 物 税 額 809,098 円

納入義務免除

申 告 納 入 に 係 る 産 業 廃 棄 物 税 額 ① 809,098

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除 の 別 　 還 付 ・

18 年 6 月分まで実 績 年 月 平成 18 4

を
納入義務免除

受けたいので、次のとおり申請します。

登 録 番 号△△△△△△最

終

処

分

場

所 在 地豊見城市○○○△△丁目△△番△△号

名 称○○最終処分場

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話番号 ０９８－△△△－△△△△

沖縄県産業廃棄物税条例第15条第１項の規定による産業廃棄物税の徴収不能額等の
還 付

住 所 那覇市○○○△△丁目△△番△△号

氏 名 株式会社　○○興業
代表取締役　○○○○○

第９号様式 （第８条関係）

平成 18

申請書

年 11 月 15

受 付 印
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Ⅷ その他

（裏）

正当な理由により受け取ることができなくなった税額に関する明細書

産 業 廃 棄 物 の 埋 立
処 分 を 委 託 し た
事 業 者

住所又は所在地 浦添市○○○△△丁目△△番△△号

氏名又は名称 株式会社○○建設

産 業 廃 棄 物 の 搬 入左 の う ち 入 金差 引 未 収 金

年月日
重量
(ﾄﾝ)

処理料金
（円）

税　額
（円）

合　計
（円）

月日
金額
（円）

処理料金
（円）

税　額
（円）

合　計
（円）

18 ．4 ．12 32 ．141 48,210 32,141 80,351 5 ．10 50,000 18,211 12,140 30,351

18 ．5 ．23 18 ．022 27,033 8,022 35,055 6 ．12 30,000 3,899 1,156 5,055

18 ．6 ．27 27 ．556 41,340 27,556 68,896 7 ．15 10,000 35,340 23,556 58,896

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ． ．

． ． ．

還付又は納入義務免除を受けようとする税額 合　計 ア 36,852 円

．
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Ⅷ その他

３ 様式一覧

(1) 産業廃棄物税特別徴収義務者登録申請書（規則第１号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

（

年 月 日 年 月 日

第 号 第 号

年 月 日 第 号 年 月 日

１

２

３

４

５

不可

遮断型 立方メートル）

・可 （計量器の最小目盛： ）

安定型 ・ 管理型 ・

「種類及び規模」の欄は、該当する項目に○をつけてください。

「重量の測定」の欄は、該当する項目に○をつけてください（「可」の場合は計量器の最小目

盛も記入してください。）。

（特別管理）産業廃棄物処分業許可証の写しを添付してください。

(注) 太枠内について記入してください。

複数の最終処分場を有する場合は、最終処分場ごとに申請書を提出してください。

証票交付
年 月 日

受
領
印

処 理
事 項

登 録
年月日

登録番号

備 考

(特別管理)産業廃棄物
処分業の許可年月日及
び 許 可 番 号

月 日事 業 開 始 年 月 日 年

最

終

処

分

場

所 在 地

名 称

電 話 番 号

種 類 及 び 規 模

重 量 の 測 定

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第12条第１項の規定により、産業廃棄物税の特別徴収義務者としての登録

を次のとおり申請します。

住 所

氏 名

第１号様式 （第８条関係）

産業廃棄物税特別徴収義務者登録申請書

受 付 印
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Ⅷ その他

(2) 産業廃棄物税特別徴収義務者証票（規則第２号様式）

（第８条関係）第２号様式

備考

１ アルミはく製とし、大きさは、日本工業規格Ａ５とする。

２ 板面地色は銀色とし 「産」の模様と枠は青色とし、文字は黒色とする。、

登録番号 第 号

産 業 廃 棄 物 税

特別徴収義務者証票

沖 縄 県
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Ⅷ その他

(3) 産業廃棄物税特別徴収義務者登録事項変更届出書（規則第３号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

(注)１ 複数の最終処分場について届出をする必要がある場合は、それぞれの最終処分場ごとに届出書

を提出してください。

２ 産業廃棄物処分業の許可に関する事項に変更がある場合は、変更後の当該許可証の写しを添付

してください。

変更の理由

変 更 年 月 日 年 月 日

変

更

内

容

変

更

前

変

更

後

最

終

処

分

場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第12条第６項の規定により、産業廃棄物税の特別徴収義務者としての登録

事項の変更を次のとおり届け出ます。

住 所

氏 名

第３号様式（第８条関係）

産業廃棄物税特別徴収義務者登録事項変更届出書

受 付 印
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Ⅷ その他

(4) 産業廃棄物税特別徴収義務消滅届出書（規則第４号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

おり届け出るとともに、特別徴収義務者証票を返納します。

(注)１ 複数の最終処分場について、届出をする必要がある場合は、それぞれの最終処分場ごとに届出

書を提出してください。

２ 特別徴収義務が消滅したことを証明する書類を添付してください。

第４号様式（第８条関係）

産業廃棄物税特別徴収義務消滅届出書

住 所

氏 名

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第12条第７項の規定により、産業廃棄物税の特別徴収義務の消滅を次のと

最

終

処

分

場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

特

別

徴

収

義

務

の

消

滅

の

理

由

上記理由の発生年月日 年 月 日

受 付 印
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Ⅷ その他

(5) 産業廃棄物税特別徴収義務者証票再交付申請書（規則第５号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

(注) 太枠内について記入してください。

日
受
領
印

年 月
処理
事項

証票再交付年月日

申

請

の

理

由

上記理由の発生年月日 年 月 日

最

終

処

分

場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例施行規則第５条の規定により、産業廃棄物税の特別徴収義務者証票の再交

付を次のとおり申請します。

住 所

氏 名

第５号様式（第８条関係）

産業廃棄物税特別徴収義務者証票再交付申請書

受 付 印
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Ⅷ その他

納入
(6) 産業廃棄物税 申告書（規則第６号様式 、附表）

納付

（第８条関係）

沖縄県

那覇県税事務所長　殿

日から 日まで

この申告書には、附表（①②③⑤⑥⑦⑧⑨欄の搬入量又は数量に関する明細書）を添付して提出

してください。

搬入量及び数量を記入する場合は、計量した重量（重量の測定が困難な場合は体積から換算した

重量）を記入することとし、トン未満の端数についてもそのまま記入してください。

「税額」の欄は、円未満の端数があるときはその端数を切り捨ててください。

申告書の提出期限後に申告納入又は申告納付すると延滞金のほか、不申告加算金が徴収されます。

第６号様式

産業廃棄物税
納入

申告書
納付 登 録 番 号

又

は

納

税

者

特

別

徴

収

義

務

者

氏名又は名称
並びに代表者名

印

年 月 日 住所又は所在地

この申告に応答
する者の氏名
及び電話番号 （電話 )

最
終
処
分
場

名 称

所 在 地

申 告 の 対 象 期 間 年 月 年 月

期間中における最終処分場への産業廃棄物の搬入量 ①

千 トン

．

課

税

免

除

条例第５条第１号の規定によって課税免
除される搬入量

② ．

条例第５条第２号の規定によって課税免
除される搬入量

③ ．

課税の対象となる産業廃棄物の搬入量
　　　　　　　　　　　　　　（①－②－③）

④ ．

④

の

内

訳

委託契約により最終処分場へ搬入し
た産業廃棄物の数量

⑤ ．

中間処理業者が中間処理を行った後に生ず
る産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量

⑥ ．

委託契約以外による最終処分場への産
業廃棄物の搬入量より⑥を除いた数量

⑦ ．

の

特

例

課

税

標

準

条例第７条第１号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる搬入量

⑧ ．

条例第７条第２号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる搬入量

⑨ ．

税

額

の

計

算

申
告
納
入

課税標準数量　（⑤の数量） ⑩ ．

税　　　　額　（⑩×1,000円/ﾄﾝ) ⑪
百万 千 円

申
告
納
付

課税標準数量 (④－⑤－⑧×
1
－⑨×

1
) ⑫

千 トン

4 2 ．

税　　　　額　（⑫×1,000円/ﾄﾝ) ⑬
百万 千 円

３

４

(注)１

２

受 付 印
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Ⅷ その他

第６号様式附表

年 月 日から

年 月 日まで

換算係数

（B)

燃 え 殻 ． ． 1.14 ． ．

汚 泥 ． ． 1.10 ． ．

廃 油 ． ． 0.90 ． ．

廃 酸 ． ． 1.25 ． ．

廃 ア ル カ リ ． ． 1.13 ． ．

廃プラスティック類 ． ． 0.35 ． ．

紙 く ず ． ． 0.30 ． ．

木 く ず ． ． 0.55 ． ．

繊 維 く ず ． ． 0.12 ． ．

動物又は植物に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

獣畜及び食鳥に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

ゴ ム く ず ． ． 0.52 ． ．

金 属 く ず ． ． 1.13 ． ．

ガラスくず、コンクリート
く ず 及 び 陶 磁 器 く ず

． ． 1.00 ． ．

鉱 さ い ． ． 1.93 ． ．

コンクリートの破片そ
の他これに類する不要物

． ． 1.48 ． ．

動 物 の ふ ん 尿 ． ． 1.00 ． ．

動 物 の 死 体 ． ． 1.00 ． ．

ば い じ ん ． ． 1.26 ． ．

廃棄物処理法施行令第２
条 第 13 号 の 廃 棄 物

． ． 1.00 ． ．

合 計 ． ． ． ．

(注)１　この明細書は施設ごとに作成してください。

　　２　この明細書は、第６号様式の申告書に添付して提出して下さい。

　　３　重量、体積を記入する場合は、計量又は測定した数量を記入し、トン未満の端数についてもそ

　　　のまま記入してください。

産業廃棄物の種類

搬入重量
（トン）

(ｱ)

重量の計測が困難な場合 合計重量
（トン）

(ｱ)＋(ｲ)

体積
（立方ﾒｰﾄﾙ）
（A)

換算重量
（トン）

(A)×(B)＝(ｲ)

申告書〔 〕欄の搬入量又は数量に関する明細書

申 告 の 対 象 期 間

施 設 の 名 称登 録 番 号
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Ⅷ その他

(7) 産業廃棄物税徴収猶予申請書（規則第７号様式）

（表）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

月から

年 月 年 月

年 月 年 月

(注) １ この申請書は、産業廃棄物税条例施行規則第6号様式による産業廃棄物

２　複数の最終処分場に係る産業廃棄物税について申請する場合は、それぞれの最終処分場ごとに

申請書を提出してください。

３ 徴収猶予の申請理由が生じたことを証する書面を添付してください。

納入
納付

申告書を提出する際

提 供 し よ う と す る
担 保 及 び 提 供 者 名

に、同時に提出してください。

日分まで 円

円

日から

日分まで④の内訳

徴 収 猶 予 申 請 期 間徴 収 猶 予 申 請 額

日から

③ の う ち 、 徴 収 猶 予 申 請 額
(裏面のイ欄の金額を記入してください。)

④ 円

② の う ち 納 期 限 ま で に 受 け 取
る こ と の で き な い 税 額

③ 円

月分まで

申告納入に係る産業廃棄物税額 ② 円

年 年実 績 年 月 ①

沖縄県産業廃棄物税条例第14条第１項の規定による産業廃棄物税の徴収猶予を受けたいので、次の

とおり申請します。

最

終

処

分

場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

氏 名

電話番号

住 所

第７号様式（第８条関係）

産業廃棄物税徴収猶予申請書

受 付 印
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Ⅷ その他

（裏）

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

．

ア

．

イ

（ア×1,000円）

徴収猶予申請額に係る明細書

納 税 義 務 者 の 氏 名 又 は 名 称搬 入 重 量未 収 金 回 収 予 定 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

ﾄﾝ 年 月 日

徴収猶予申請額
円

合計
ﾄﾝ
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Ⅷ その他

承 認
(8) 産業廃棄物税徴収猶予 通知書（規則第８号様式）

不承認

（第８条関係）

この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

に、沖縄県知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書（正副２通）は、なるべく那

覇県税事務所を経由して提出してください。

この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することが

できません。当該裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内

に、沖縄県を被告として（訴訟において沖縄県を代表する者は、沖縄県知事となります。）、処分

の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当する場

合は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。

(2) 処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

１

２

不 承 認 の 理 由

備 考

日まで

担 保 の 種 類

年 月

日から

年 月 日まで

年 月

円

徴 収 猶 予 承 認 期 間
年 月 日から

徴 収 猶 予 承 認 額 円

申 告 納 入 に 係 る 税 額 円

徴 収 猶 予 申 請 額 円

日

申告納入に係る課税標準量 ． トン

年 月分まで

納 期 限 年 月

月分から実 績 年 月 年

し

　た
ので通知します。

ない

沖縄県那覇県税事務所長 印

年 月 日付けで申請のあった産業廃棄物税の徴収猶予については、次のとおり承認
し

月 日

様

年

第 号

第８号様式

産業廃棄物税徴収猶予
承　認

通知書
不承認
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Ⅷ その他

還 付
(9) 産業廃棄物税徴収不能額等の 申請書（規則第９号様式）

納入義務免除

（表）

日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

年 月から

「還付又は納入義務免除の別」欄は、該当する項目に○をつけてください。

２ この申請書には、当該申請に係る産業廃棄物管理票の写し、産業廃棄物税に係る未収金・貸倒

明細書、未収金台帳原簿の写し等、還付又は納入義務免除を必要とする理由書及びその理由を証

明する書類を添付してください。

(注)１

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除
を 必 要 と す る 理 由

別添理由書のとおり

備 考

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除 を 受 け よ う と す る 税 額
（ 裏 面 の ア 欄 の 金 額 を 記 入 し て く だ さ い 。 ）

（②） 円

①のうち、受け取ることができなくなった（失った）税額
（ 裏 面 の ア 欄 の 金 額 を 記 入 し て く だ さ い 。 ）

② 円

円

① の う ち 、 既 に 納 入 し た 産 業 廃 棄 物 税 額 円

納入義務免除

申 告 納 入 に 係 る 産 業 廃 棄 物 税 額 ①

還 付 又 は 納 入 義 務 免 除 の 別 　 還 付 ・

年 月分まで実 績 年 月

を
納入義務免除

受けたいので、次のとおり申請します。

登 録 番 号最

終

処

分

場

所 在 地

名 称

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第15条第１項の規定による産業廃棄物税の徴収不能額等の
還 付

住 所

氏 名

第９号様式 （第８条関係）

産業廃棄物税徴収不能額等の
還 付
納入義務免除

申請書

年 月

受 付 印
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Ⅷ その他

（裏）

還付又は納入義務免除を受けようとす税額 合　計 ア 円

．． ． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．． ． ．

．．． ．

．

税　額
（円）

合　計
（円）

． ． ．

合　計
（円）

月日
金額
（円）

処理料金
（円）

年月日
重量
(ﾄﾝ)

処理料金
（円）

税　額
（円）

産 業 廃 棄 物 の 搬 入左 の う ち 入 金差 引 未 収 金

氏名又は名称

正当な理由により受け取ることができなくなった税額に関する明細書

産 業 廃 棄 物 の 埋 立
処 分 を 委 託 し た
事 業 者

住所又は所在地



- 60 -
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還 付 承 認
(10) 産業廃棄物税徴収不能額等の の 通知書（規則第10号様式）

納入義務免除 不承認

（第８条関係）

この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

に、沖縄県知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書（正副２通）は、なるべく那

覇県税事務所を経由して提出してください。

この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することが

できません。当該裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内

に、沖縄県を被告として（訴訟において沖縄県を代表する者は、沖縄県知事となります。）、処分

の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当する場

合は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

(1) 審査請求があった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。

(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

備 考

１

２

承 認 額 円

承 認 し な い 理 由

年 月分まで

還付又は納入義務免除の別 還　　　　付 ・ 納入義務免除

月分から実 績 年 月 年

最
終
処
分
場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

について
納税義務免除

は、次のとおり承認
し　た

ので通知します。しない

沖縄県那覇県税事務所長 印

年 月 日付けで申請のあった産業廃棄物税の徴収不能額等の
還　　　　付

月 日

様

年

第 号

承　認
通知書

納入義務免除 不承認

第10号様式

産業廃棄物税徴収不能額等の
還　　　　付

の
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Ⅷ その他

(11) 産業廃棄物税修正申告書（規則第11号様式）

（第８条関係）

沖縄県

那覇県税事務所長　殿

日から 日まで

この申告書には、附表（①②④⑤⑥⑦欄の搬入量又は数量に関する明細書）を添付して提出して

ください。

搬入量及び数量を記入する場合は、計量した重量（重量の測定が困難な場合は体積から換算した

重量）を記入することとし、トン未満の端数についてもそのまま記入してください。

「税額」の欄は、円未満の端数があるときはその端数を切り捨ててください。

４ 「既に納付の確定した産業廃棄物税額」の欄は、修正申告前に行われた申告、更正又は決定に

より納付することが確定している税額を記入してください。

修正申告の場合、延滞金及び過少申告加算金が徴収される場合があります。

(注)１

２

３

５

月 日申 告 書 提 出 期 限 年

円百万 千この修正申告により申告納付すべき税額
⑪

（⑨－⑩）

円百万 千
既 に 納 付 の 確 定 し た 産 業 廃 棄 物 税 額 ⑩

（⑧×1,000円/ﾄﾝ)

円申 告 納 付 す べ き 産 業 廃 棄 物 税 額
⑨

百万 千

4 2 ．

．

この申告に係る課税標準数量
1 1

⑧(③－⑥× －⑦×
)

.

条例第７条第２号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる数量

⑦

．

の

特

例

課

税

標

準

条例第７条第１号の規定によって課税標
準の特例の対象とされる数量

⑥

産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量（④を除く）

⑤

．

．

③

の

内

訳

中間処理業者が中間処理を行った後に生ず
る産業廃棄物を自らが設置する最終処分場
へ搬入した数量

④

．

申告納付に係る課税の対象となる産業廃棄物の
搬入量　　　　　　　　　　　　　（①－②）

③

条例第５条第２号の規定によって課税免
除される搬入量のうち申告納付に係るもの

②

トン

.

千
期間中における申告納付に係る最終処分場への産
業廃棄物の搬入量

①

月 年 月申 告 の 対 象 期 間 年

最
終
処
分
場

名 称

所 在 地

この申告に応答
する者の氏名
及び電話番号 （電話 )

月 日 住所又は所在地年

納

税

者

氏名又は名称
並びに代表者名

印

第11号様式

産業廃棄物税修正申告書
登 録 番 号

受 付 印
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Ⅷ その他

第11号様式附表

年 月 日から

年 月 日まで

換算係数

（B)

燃 え 殻 ． ． 1.14 ． ．

汚 泥 ． ． 1.10 ． ．

廃 油 ． ． 0.90 ． ．

廃 酸 ． ． 1.25 ． ．

廃 ア ル カ リ ． ． 1.13 ． ．

廃プラスティック類 ． ． 0.35 ． ．

紙 く ず ． ． 0.30 ． ．

木 く ず ． ． 0.55 ． ．

繊 維 く ず ． ． 0.12 ． ．

動物又は植物に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

獣畜及び食鳥に係る
固 形 状 の 不 要 物

． ． 1.00 ． ．

ゴ ム く ず ． ． 0.52 ． ．

金 属 く ず ． ． 1.13 ． ．

ガラスくず、コンクリート
く ず 及 び 陶 磁 器 く ず

． ． 1.00 ． ．

鉱 さ い ． ． 1.93 ． ．

コンクリートの破片そ
の他これに類する不要物

． ． 1.48 ． ．

動 物 の ふ ん 尿 ． ． 1.00 ． ．

動 物 の 死 体 ． ． 1.00 ． ．

ば い じ ん ． ． 1.26 ． ．

廃棄物処理法施行令第２
条 第 13 号 の 廃 棄 物

． ． 1.00 ． ．

合 計 ． ． ． ．

(注)１　この明細書は施設ごとに作成してください。

　　２　この明細書は、第11号様式の申告書に添付して提出して下さい。

　　３　重量、体積を記入する場合は、計量又は測定した数量を記入し、トン未満の端数についてもそ

　　　のまま記入してください。

体積
（立方ﾒｰﾄﾙ）

（A)

換算重量
（トン）

(A)×(B)＝(ｲ)

合計重量
（トン）

(ｱ)＋(ｲ)

産業廃棄物の種類

重量の計測が困難な場合搬入重量
（トン）

(ｱ)

修正申告書〔 〕欄の搬入量又は数量に関する明細書

申 告 の 対 象 期 間

施 設 の 名 称登 録 番 号
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Ⅷ その他

更正
(12) 産業廃棄物税 及び加算決定通知書（表)（規則第12号様式）

決定

（第８条関係）

更正

備考 教示については裏面をご覧下さい。

納入又は納付すべき額計（円）　③＋④

指 定 納 期 限 年 月 日

金 額 （ 円 ） ④

差引過不足額　③（①－②）

加
算
金

区 分 過 少 申 告 加 算 金 不 申 告 加 算 金 重 加 算 金

率 ( ﾊ ﾟ ｰ ｾ ﾝ ﾄ )

本
　
　
税

区 分課 税 標 準 数 量 （ ト ン ）税 額 （ 円 ）

更正・再更正・決定額①

既に納入又は納付が確定し
ている産業廃棄物税額 ②

日

申 告 書 提 出 日 年 月 日

月 日まで

申 告 書 提 出 期 限 年 月

年月 日から実 績 年 月 年

い。

特別徴収義務者
又 は 納 税 者

登録番号

住所又は所在地

氏名又は名称

期間については年7.3パーセント（当該期間の属する各年の前年の11月30日を経過する時における公定

歩合に年４パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合は、当該公定歩

合に年４パーセントの割合を加算した割合））の割合で計算した延滞金額を加算して
納入

してくださ
納付

の
更正

に係る指定納期限までの期間及びこの指定納期限の翌日から起算して１月を経過する日までの
決定

納付

納入

沖縄県那覇県税事務所長 印

してください。書により沖縄県指定金融機関等に

なお、不足税額については、申告期限の翌日から
納入

の日までの期間に応じ年14.6パーセント（こ

納付 納付

月

地方税法の規定により次のとおり
更正

したので通知します。この不足税額及び加算金額については、
決定

指定納期限までに
納入

日

様

年

第 号

第12号様式

産業廃棄物税
決定

及び加算金決定通知書



- 64 -

Ⅷ その他

（裏）

この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

に、沖縄県知事に対して審査請求をすることができます。審査請求書（正副２通）は、なるべく那

覇県税事務所を経由して提出してください。

この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起することが

できません。当該裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起算して６月以内

に、沖縄県を被告として（訴訟において沖縄県を代表する者は、沖縄県知事となります。）、処分

の取消しの訴えを提起することができます。ただし、次の(1)から(3)までのいずれかに該当する場

合は、審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができます。

(1) 審査請求のあった日の翌日から起算して３月を経過しても裁決がないとき。

(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると

き。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。

１

２
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(13) 産業廃棄物税最終処分場設置等届出書（規則第13号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

おり届け出ます。

（ 立方メートル）

可（計量器の最小目盛： 不可

年 月 日 第 号

年 月 日 第

１

２

３

４

５ 最終処分場設置許可証の写しを添付してください。

第13号様式（第８条関係）

産業廃棄物税最終処分場設置等届出書

住 所

氏 名

管理型

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第19条第１項の規定により、産業廃棄物税の最終処分場の設置等を次のと

最

終

処

分

場

所 在 地

名 称

電 話 番 号

・ 遮断型

重 量 の 測 定 ) ・

種 類 及 び 規 模 安定型 ・

埋立処分開始年月日 年 月 日

備 考

最終処分場の設置許可
年月日及び許可番号

号

(注) 太枠内について記入してください。

処 理
事 項

登 録
年月日

登録番号

複数の最終処分場を有する場合は、最終処分場ごとに届出書を提出してください。

「種類及び規模」の欄は、該当する項目に○をつけてください。

「重量の測定」の欄は、該当する項目に○をつけてください（「可」の場合は計量器の最小目

盛も記入してください。）。

受 付 印
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(14) 産業廃棄物税最終処分場設置等届出事項変更届出書（規則第14号様式）

年 月 日

沖縄県那覇県税事務所長　殿

申請者

印

（法人にあっては、事務所等の所在地、名称及び代表者の氏名）

□　産業廃棄物処理施設の許可に関する変更

□　上記以外の理由による変更

(注)１ 複数の最終処分場について届出をする必要がある場合は、それぞれの最終処分場ごとに届出書

を提出してください。

２ 産業廃棄物最終処分場に係る変更の許可を受けた場合は、当該許可証の写しを添付してくださ

い。

第14号様式（第８条関係）

産業廃棄物税最終処分場設置等届出事項変更届出書

住 所

氏 名

電話番号

沖縄県産業廃棄物税条例第19条第２項の規定により、産業廃棄物税の最終処分場設置等についての

届出事項の変更を次のとおり届け出ます。

最

終

処

分

場

登 録 番 号

所 在 地

名 称

日

変

更

内

容

変

更

前

変

更

後

届出理由

変 更 年 月 日 年 月

受 付 印
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Ⅷ その他

４ 納税窓口

産業廃棄物税に係る税額等の納入又は納付は、以下の金融機関等で受け付けています。

金 融 機 関 銀 行 沖縄銀行（本店・支店）

琉球銀行（本店・支店）

沖縄海邦銀行（本店・支店）

みずほ銀行（本店・支店）

信用金庫 コザ信用金庫（本店・支店）

農協関係 沖縄県信用農業協同組合連合会

沖縄県農業協同組合（本所・支所）

漁業関係 沖縄県信用漁業協同組合連合会

商工関係 商工組合中央金庫那覇支店

労働金庫 沖縄県労働金庫

県税事務所・支庁県税課 那覇県税事務所

コザ県税事務所

名護県税事務所

宮古支庁県税課

八重山支庁県税課

５ お問い合わせ先・書類の提出先

、 。産業廃棄物税についてのお問い合わせ及び申告書等の提出は 那覇県税事務所へお願いします

那覇県税事務所
〒９００－００２９ 那覇市旭町１（沖縄県南部合同庁舎）

電話番号：(０９８)８６７－１３４４（間税班）
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沖縄県産業廃棄物税条例 （平成17年７月26日条例第37号）

（課税の目的）

県は、地方税法（昭和25年法律第226号。以下「法」という ）第４条第６項の規定に基第１条 。

づき、循環型社会の形成に向け、産業廃棄物の排出の抑制及び再使用、再生利用その他適正な

処理の促進に関する施策に要する費用に充てるため、産業廃棄物税を課する。

（定義）

この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。第２条

(1) 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処

理法」という ）第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。。

(2) 最終処分業者等 次号に規定する最終処分場を設置する市町村及び廃棄物処理法第14条第

６項又は第14条の４第６項の許可（同法第14条の２第１項又は第14条の５第１項の許可を含

む ）を受けて産業廃棄物の埋立処分を業として行う者（以下「最終処分業者」という ）を。 。

いう。

(3) 最終処分場 廃棄物処理法第15条第１項の許可を受けて設置された産業廃棄物の最終処分

（ （ ）場 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令 平成９年政令第269号

の施行の日前に設置された産業廃棄物の最終処分場であって、同日前においてその設置に係

る同項の許可を要しなかったものを含む ）をいう。。

（賦課徴収）

産業廃棄物税の賦課徴収については、この条例に定めるもののほか、法令及び沖縄県税第３条

条例（昭和47年沖縄県条例第59号）の定めるところによる。この場合において、同条例第３条

「(3) 狩猟税
第２項中「(3) 狩猟税」とあるのは と、同条例第４条第３項中「及び地

(4) 産業廃棄物税」

方消費税」とあるのは「、地方消費税及び産業廃棄物税」と、同条例第６条第１項中「及び狩

猟税」とあるのは「、狩猟税及び産業廃棄物税」と 「ゴルフ場利用税の」とあるのは「ゴルフ、

場利用税及び産業廃棄物税の」と、同条第３項中「及び狩猟税」とあるのは「、狩猟税及び産

業廃棄物税」と 「ゴルフ場利用税の」とあるのは「ゴルフ場利用税及び産業廃棄物税の」と、、

同条例第７条の２第１項中「この条例又はこの条例に基づく規則」とあるのは「この条例若し

は沖縄県産業廃棄物税条例（平成17年沖縄県条例第37号）又はこれらの条例に基づく規く

「(12)
と、同条例第９条第１項中「(12) 狩猟税 狩猟者の登録を受ける地」とあるのは則」

(13)

狩猟税 狩猟者の登録を受ける地
と、同条例第10条中「この条例」とあるのは「この条例又

産業廃棄物税 最終処分場の所在地」

は沖縄県産業廃棄物税条例」と、同条例第11条中「この条例」とあるのは「この条例若しくは

沖縄県産業廃棄物税条例」と、同条例第14条中「この条例」とあるのは「この条例又は沖縄県

産業廃棄物税条例」と 「並びに特別徴収」とあるのは「、特別徴収」と 「軽油引取税」とあ、 、

るのは「軽油引取税並びに特別徴収に係る産業廃棄物税」とする。
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（納税義務者等）

産業廃棄物税は、事業者（廃棄物処理法第12条第３項に規定する中間処理業者を含む。第４条

以下同じ ）がその排出する産業廃棄物の埋立処分を最終処分業者等に委託した場合において、。

最終処分場への当該産業廃棄物の搬入に対し、当該事業者に課する。

２ 産業廃棄物税は、前項に規定する場合のほか、事業者がその排出する産業廃棄物の埋立処分

を自ら行う場合においては、当該事業者が設置する最終処分場への当該産業廃棄物の搬入に対

し、当該事業者に課する。

（課税免除）

次に掲げる産業廃棄物の最終処分場への搬入に対しては、産業廃棄物税を課さない。第５条

(1) 最終処分業者の設置する最終処分場が所在していない離島 沖縄振興特別措置法施行令 平（ （

成14年政令第102号）第１条の規定により定められた島をいう ）の地域内において発生する。

産業廃棄物の適正処理を促進するため当該離島の地域内に市町村が設置する最終処分場への

当該産業廃棄物の搬入であって、規則で定めるもの

(2) 公益上その他の事由により課税することが適当でないものとして規則で定める搬入

（課税標準）

産業廃棄物税の課税標準は、第４条第１項又は第２項の搬入に係る産業廃棄物の重量と第６条

する。

２ 前項の産業廃棄物の重量の測定が困難な場合においては、規則で定めるところにより算定し

た重量を当該産業廃棄物の重量とする。

（課税標準の特例）

第４条第２項の規定により産業廃棄物税を納付する義務を負う事業者が次の各号のいず第７条

れかに該当する搬入を行う場合における産業廃棄物税の課税標準の算定については、当該各号

の搬入に係る産業廃棄物の重量から当該各号に掲げる重量を控除する。ただし、他の者から委

託を受けて処分した中間処理産業廃棄物（廃棄物処理法第12条第３項に規定する中間処理産業

廃棄物をいう ）については、この限りでない。。

(1) 最終処分場であって廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第

７条第14号ハに掲げるものへの搬入（次号に該当する場合を除く ） 当該搬入に係る産業廃。

棄物の重量の４分の１に相当する重量

(2) 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成３年法律第48号）第２条第13項に規定する指

定副産物（石炭灰に限る ）の公有水面埋立法（大正10年法律第57号）第２条第１項の免許を。

受けた区域への搬入 当該搬入に係る産業廃棄物の重量の２分の１に相当する重量

（税率）

産業廃棄物税の税率は、１トンにつき1,000円とする。第８条

（税額の端数計算）

産業廃棄物税は、地方税法施行令（昭和25年政令第245号）第６条の17第２項第９号の条第９条

例で指定する法定外目的税とする。
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（徴収の方法）

産業廃棄物税の徴収については、特別徴収の方法による。ただし、第４条第２項の規定第10条

により産業廃棄物税を課する場合においては、申告納付の方法による。

（特別徴収義務者）

産業廃棄物税の特別徴収義務者（以下「特別徴収義務者」という ）は、最終処分業者等第11条 。

とする。

（特別徴収義務者としての登録等）

特別徴収義務者は、産業廃棄物の埋立処分を開始しようとする日の５日前までに、その第12条

特別徴収すべき産業廃棄物税に係る最終処分場ごとに、当該最終処分場における特別徴収義務

者としての登録を知事に申請しなければならない。

、 。２ 前項の登録を申請しようとする者は 規則で定める申請書を知事に提出しなければならない

３ 知事は、第１項の登録の申請を受理した場合においては、その申請をした者を特別徴収義務

者として登録し、その者に対し、規則で定める証票を交付する。

４ 前項の証票の交付を受けた者は、これを当該最終処分場の公衆の見やすい箇所に掲示しなけ

ればならない。

５ 第３項の証票は、他人に貸し付け、又は譲り渡してはならない。

６ 第３項の規定による登録を受けた者は、登録をした事項に変更を生じた場合においては、そ

の変更を生じた日から５日以内に規則で定める届出書を知事に提出しなければならない。

７ 第３項の規定による登録を受けた者は、当該最終処分場に係る産業廃棄物税の特別徴収の義

務が消滅した場合においては、その消滅した日から10日以内に規則で定める届出書を知事に提

出するとともに、第３項の証票を返さなければならない。

（申告納入の手続）

特別徴収義務者は、次の各号に掲げる期間において徴収すべき産業廃棄物税に係る課税第13条

標準たる重量、税額その他必要な事項を記載した規則で定める納入申告書を、当該各号に定め

る日までに知事に提出し、及びその納入金を納入しなければならない。ただし、最終処分場を

、 、 、 、 、廃止し 又は休止した場合においては その廃止し 又は休止した日から10日以内に 廃止し

又は休止した日までにおいて徴収すべき産業廃棄物税について、これを申告納入しなければな

らない。

(1) １月１日から３月31日まで ４月末日

(2) ４月１日から６月30日まで ７月末日

(3) ７月１日から９月30日まで 10月末日

(4) 10月１日から12月31日まで 翌年１月末日

２ 特別徴収義務者は、前項の期間について納入すべき産業廃棄物税額がない場合においても、

同項の規定に準じて納入申告書を提出しなければならない。

（徴収猶予）

知事は、特別徴収義務者が産業廃棄物の埋立処分に係る料金及び産業廃棄物税の全部又第14条
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は一部を前条第１項各号に規定する納期限までに受け取ることができなかったことにより、そ

の納入すべき産業廃棄物税に係る徴収金の全部又は一部を納入することができないと認める場

合には、当該特別徴収義務者の申請により、その納入することができないと認められる金額を

限度として、２月以内の期間を限ってその徴収を猶予するものとする。この場合において、知

事は、規則で定める要件に該当して担保を徴する必要がないと認めるときを除き、その猶予に

係る金額に相当する担保で法第16条第１項各号に掲げるものを、規則で定めるところにより、

徴しなければならない。

２ 前項の規定による徴収猶予を申請しようとする特別徴収義務者は、規則で定める申請書に徴

収猶予を必要とする理由を証明することができる書類を添付して、知事に提出しなければなら

ない。

３ 法第15条第４項、第15条の２及び第15条の３並びに第16条の２第１項から第３項までの規定

は第１項の規定による徴収猶予について、法第11条、第16条第２項及び第３項、第16条の２第

４項並びに第16条の５第１項及び第２項の規定は第１項の規定による担保について準用する。

４ 知事は、第１項の規定により徴収猶予をした場合においては、その徴収猶予をした税額に係

る延滞金額中当該徴収猶予をした期間に対応する部分の金額を免除するものとする。

（徴収不能額等の還付又は納入義務の免除）

知事は、特別徴収義務者が産業廃棄物の埋立処分に係る料金及び産業廃棄物税の全部又第15条

は一部を受け取ることができなくなったことについて正当な理由があると認める場合又は徴収

した産業廃棄物税額を失ったことについて天災その他避けることのできない理由があると認め

る場合においては、当該特別徴収義務者の申請により、その産業廃棄物税額が既に納入されて

いるときはこれに相当する額を還付し、前条の規定により徴収猶予をしているときその他その

産業廃棄物税額がまだ納入されていないときはその納入の義務を免除するものとする。

２ 前項の規定による還付又は納入義務の免除を申請しようとする特別徴収義務者は、規則で定

める申請書に還付又は納入義務の免除を必要とする理由を証明することができる書類を添付し

て、知事に提出しなければならない。

３ 知事は、第１項の規定により産業廃棄物税額に相当する額を還付する場合において、還付を

受ける特別徴収義務者の未納に係る徴収金があるときは、当該還付すべき額をこれに充当する

ものとする。

４ 知事は、第１項の規定による申請を受理した場合においては、同項又は前項に規定する措置

を採るかどうかについて、その申請を受理した日から60日以内に特別徴収義務者に通知しなけ

ればならない。

（申告納付の手続）

第10条ただし書の規定により産業廃棄物税を申告納付すべき者（以下「申告納付者」と第16条

いう ）は、次の各号に掲げる期間における産業廃棄物の最終処分場への搬入に係る産業廃棄物。

税の課税標準たる重量、税額その他必要な事項を記載した規則で定める申告書を、当該各号に

定める日までに知事に提出し、及びその申告した税額を納付しなければならない。
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(1) １月１日から３月31日まで ４月末日

(2) ４月１日から６月30日まで ７月末日

(3) ７月１日から９月30日まで 10月末日

(4) 10月１日から12月31日まで 翌年１月末日

２ 前項の規定により申告書を提出した者は、当該申告書を提出した後においてその申告に係る

課税標準たる重量又は税額を修正しなければならない場合においては、遅滞なく、規則で定め

る修正申告書を知事に提出するとともに、その修正により増加した税額があるときは、これを

納付しなければならない。

（更正、決定等に関する通知）

法第20条の９の３第３項又は法第733条の16の規定による更正又は決定、法第733条の18第17条

の規定による過少申告加算金額及び不申告加算金額の決定並びに法第733条の19の規定による重

加算金額の決定をした場合においては、規則で定める通知書により、これを特別徴収義務者又

は申告納付者に通知する。

（不足税額の納入又は納付手続）

特別徴収義務者及び申告納付者（以下「特別徴収義務者等」という ）は、前条の通知書第18条 。

により通知を受けた場合において、不足税額があるときは、当該不足税額並びに法第733条の17

第２項の規定による延滞金額及び法第733条の18の規定による過少申告加算金額若しくは不申告

加算金額又は法第733条の19の規定による重加算金額をそれぞれ当該通知書の納期限までに納入

書又は納付書によって納入又は納付しなければならない。

（最終処分場の設置等の届出）

最終処分場を設置した者（第12条第１項の登録を申請する者を除く ）は、産業廃棄物の第19条 。

埋立処分を開始しようとする日の５日前までに規則で定める届出書を知事に提出しなければな

らない。

２ 前項の届出書を提出した者は、届出書の記載事項に変更を生じた場合においては、その変更

を生じた日から５日以内に規則で定める届出書を知事に提出しなければならない。

３ 前２項の規定は、最終処分場を譲り受け、又は借り受けようとする者について準用する。

（帳簿の保存等）

特別徴収義務者等は、帳簿を備え、最終処分場への産業廃棄物の搬入に関する事項その第20条

他規則で定める事項をこれに記載し、第13条第１項各号又は第16条第１項各号に規定する納期

限の翌日から起算して５年間保存しなければならない。

２ 前項に定めるもののほか、同項の帳簿を電子計算機を使用して作成する場合については、ゴ

ルフ場利用税の例による。

（使途）

知事は、県に納入され、又は納付された産業廃棄物税額に相当する額から産業廃棄物税第21条

の賦課徴収に要する費用を控除して得た額を、循環型社会の形成に向けた産業廃棄物の排出の

抑制及び再使用、再生利用その他適正な処理の促進に関する施策に要する費用に充てなければ
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ならない。

（規則への委任）

この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。第22条

附 則

（施行期日）

１ この条例は、法第731条第２項の規定による総務大臣の同意を得た日から起算して１年を超え

ない範囲内において規則で定める日から施行し、同日以後に行われる最終処分場への産業廃棄

物の搬入について適用する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に産業廃棄物の埋立処分を行っている最終処分業者等については、こ

の条例の施行の日（以下「施行日」という ）に産業廃棄物の埋立処分を開始しようとするもの。

とみなして、第12条第１項の規定を適用する。この場合において、同項中「産業廃棄物の埋立

処分を開始しようとする日の５日前まで」とあるのは 「この条例の施行の日から５日以内」と、

する。

３ この条例の施行の際現に最終処分場を設置し、産業廃棄物の埋立処分を行っている者（前項

の最終処分業者等を除く ）については、施行日に産業廃棄物の埋立処分を開始しようとするも。

のとみなして、第19条第１項の規定を適用する。この場合において、同項中「産業廃棄物の埋

立処分を開始しようとする日の５日前まで」とあるのは 「この条例の施行の日から５日以内」、

とする。

（準備行為）

４ 第12条の規定による登録の手続及び第19条の規定による届出は、施行日前においても、第12

条及び第19条の規定の例により行うことができる。

（検討）

５ 知事は、この条例の施行後５年を目途として、この条例の施行の状況、社会経済情勢の推移

等を勘案し、必要があると認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。

沖縄県産業廃棄物税条例の施行期日を定める規則（平成18年３月３日規則第４号）

沖縄県産業廃棄物税条例（平成17年沖縄県条例第37号）の施行期日は、平成18年４月１日とす

る。ただし、同条例附則第４項の規定の施行期日は、同年３月３日とする。
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沖縄県産業廃棄物税条例施行規則（平成18年３月３日規則第５号）

（趣旨）

この規則は、沖縄県産業廃棄物税条例（平成17年沖縄県条例第37号。以下「条例」とい第１条

う。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（賦課徴収）

産業廃棄物税の賦課徴収については、この規則に定めるもののほか、沖縄県税条例施行第２条

規則（昭和47年沖縄県規則第15号）の定めるところによる。

２ 産業廃棄物税の賦課徴収に係る書類の様式については、この規則に定める様式のほか、沖縄

県税条例施行規則に定める様式に必要な調整を加えた様式によることができる。

（課税免除）

、 。第３条 条例第５条第１号の規則で定めるものとは 次の各号のいずれにも該当するものをいう

(1) 条例第５条第１号の産業廃棄物とその他の産業廃棄物とが区別された搬入

(2) 条例第５条第１号の産業廃棄物の埋立処分に係る手数料が最終処分業者の定める産業廃棄

物の埋立処分に係る料金と比較して低額であると知事が認める最終処分場への搬入

２ 条例第５条第２号の規則で定める搬入とは、次に掲げる搬入をいう。

(1) 地震、津波、火災等のうち知事が指定する大規模な災害により発生した産業廃棄物の処理

に係る最終処分場への搬入

(2) 不法投棄された産業廃棄物の撤去及び最終処分場への搬入を行政代執行した場合の当該最

終処分場への搬入

(3) その他前２号に類するものとして知事が認める搬入

（産業廃棄物の重量算定の方法）

条例第６条第２項の規則で定めるところにより算定した重量は、別表第１の左欄に掲げ第４条

る産業廃棄物の種類（種類ごとに体積を測定できない産業廃棄物にあっては、その主たる産業

廃棄物の種類）に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる換算係数を当該産業廃棄物の体積（立方

メートルで表した体積をいう ）に乗じて得た重量とするものとする。。

２ 前項の規定により算定した重量の単位は、トンとする。

（特別徴収義務者の証票の再交付の手続）

条例第12条第３項の証票の交付を受けた特別徴収義務者が当該証票を紛失し、又は著し第５条

く破損し、若しくは汚損した場合には、那覇県税事務所長に対し遅滞なく再交付の申請を行わ

なければならない。

（徴収猶予に係る担保の提供を免除する場合の要件及び担保の提供手続）

条例第14条第１項の規則で定める要件は、同条第２項の規定による徴収猶予の申請をし第６条

た特別徴収義務者が当該徴収猶予の申請をした日前３年以内において産業廃棄物税に係る徴収

金について滞納処分を受けたことがなく、かつ、最近における産業廃棄物税に係る徴収金の納

入状況からみてその徴収猶予された期間の末日までに当該徴収猶予に係る産業廃棄物税を納入

することが確実と認められることとする。
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２ 地方税法施行令（昭和25年政令第245号）第６条の10の規定は、条例第14条第１項の規定によ

り徴する担保の提供手続について準用する。

（帳簿への記載事項）

条例第20条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。第７条

(1) 産業廃棄物の搬入年月日

(2) 産業廃棄物の種類及び重量

(3) 産業廃棄物の体積（条例第６条第２項の規定により当該産業廃棄物の重量を算定した場合

に限る ）。

(4) 特別徴収義務者にあっては、産業廃棄物の埋立処分を委託した者の氏名又は名称及び廃棄

物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」という ）第。

12条の３の規定により交付された産業廃棄物管理票の交付番号

２ 条例第20条第１項の帳簿は、最終処分場ごとに備えなければならない。

（文書等の様式等）

条例及びこの規則の規定による別表第２の左欄に掲げる申請書、届出書、申告書等は、第８条

それぞれ同表の右欄に掲げる文書の様式とする。

２ 条例及びこの規則の規定による別表第２の左欄に掲げる申請、通知は、それぞれ同表の右欄

に掲げる文書の様式により行うものとする。

附 則

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行す

る。

２ 条例附則第４項の規定により準備行為として行う同条例第12条の規定による登録の手続き及

び同条例第19条の規定による届出に必要な申請書、証票及び届出書については、第８条の規定

の例による。


